
 

 

 

 

第５４回足立区都市計画審議会（平成２８年６月） 

議案書（計画図書）２ 
 

■第１号議案 その２ 

 
 

しろ色 



第１号議案  風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の改正に伴う地区計画変更 

１－11 東京都市計画地区計画江北駅周辺地区地区計画の変更（足立区決定）について    ・・・Ｐ１２３ 

１－12 東京都市計画地区計画高野地区地区計画の変更（足立区決定）について       ・・・Ｐ１３４ 

１－13 東京都市計画地区計画西新井駅西口周辺地区地区計画の変更（足立区決定）について ・・・Ｐ１４６ 

１－14 東京都市計画地区計画中川一丁目南地区地区計画の変更（足立区決定）について   ・・・Ｐ１８５ 

１－15 東京都市計画地区計画千住三丁目地区地区計画の変更（足立区決定）について    ・・・Ｐ１９７ 

１－16 東京都市計画地区計画千住旭町地区地区計画の変更（足立区決定）について     ・・・Ｐ２０８ 

１－17 東京都市計画地区計画千住大橋駅周辺地区地区計画の変更（足立区決定）について  ・・・Ｐ２２８ 



第１号議案 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の改正に伴う地区計画変更 

１－11 東京都市計画地区計画江北駅周辺地区地区計画の変更（足立区決定）について 

上記の議案を提出する。 

平成２８年６月２９日 

提 出 者  足 立 区 長  近 藤  弥 生 

本地区計画の内容を、別添計画図書のとおり変更する。 

（提案理由） 

 東京都市計画地区計画江北駅周辺地区地区計画を変更するにあたり、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項におい

て準用する同法第１９条第１項の規定に基づき、足立区都市計画審議会の議を経る必要があるため、提案する。 
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都市計画の案の理由書 

１．種類・名称 

東京都市計画地区計画  

江北駅周辺地区地区計画 

２．理 由 

 江北駅周辺地区は、東京都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針において、生活中心地に位置付けられている。また足立

区都市計画マスタープランにおいて、公共施設整備と良質な住宅の供給と日暮里・舎人線沿線のまちづくりを進め地域の活性化に努め

ることとされている。 

本地区は、都市機能を更新し、地域商業、サービス機能の充実による賑わいの創出と拠点駅周辺にふさわしい良好な住環境の形成を

目指し、平成 17 年に地区計画が策定された。 

本地区計画では、地区整備計画に定める建築物等の用途の制限において、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

23 年法律第 122 号。以下「風営法」という。）第２条第１項に基づく風俗営業を規制している。 

平成 27 年６月 24 日に風営法の一部が改正され、客にダンスをさせる営業の一部が風俗営業から除外される等の変更がされたが、引

き続き地区整備計画に定める用途の制限を行う必要があるため、地区計画の変更を行うものである。 
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東京都市計画地区計画の変更(足立区決定) 

都市計画江北駅周辺地区地区計画を次のように変更する。 

名 称 江北駅周辺地区地区計画 

位 置 ※ 足立区扇三丁目、江北一丁目、江北二丁目、江北四丁目、江北五丁目及び西新井本町二丁目各地内 

面 積 ※ 約 26.7ｈａ

地 区 計 画 の 目 標  日暮里･舎人ライナー江北駅開設の影響力を活かしながら、官民協力による修復型のまちづくりを進めることで都市機能を更新

し、地域商業、サービス機能の充実による賑わいの創出と拠点駅周辺にふさわしい良好な住環境の形成をめざす。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針  地区内は拠点駅を中心としたサービス機能の立地誘導を図る駅前、一定規模の物品販売店舗や飲食店と住宅が複合した市街地を

めざす駅近接街区、ゆとりのある良好な住宅地の形成を図る駅周辺に分け、７地区を定め、きめ細かい土地利用の誘導を図る。 

1.駅前地区

駅前広場を中心とした交通連結機能の整備を図ると共に、立地特性を活かした商業、サービス等の機能集積及び誘導を図る

ことで、土地の高度利用を促進し、賑わいと活気あふれる駅前をめざす。また、江北新道(バス通り)は壁面の位置の制限を行

うことで、安全な歩行空間を生み出す。 

2.沿道商業地区

活気ある安全で便利な商店街をめざし、土地の適正かつ合理的な利用を誘導する。また、江北新道(バス通り)は壁面の位置

の制限を行うことで、安全な歩行空間を生み出す。 

3.幹線沿道地区

放射 11 号線の沿道は幹線道路として土地の適正な高度利用を誘導するとともに、延焼遮断帯としての整備を図り、活気ある

便利な商店街をめざす。 

4.住工地区

住居と小規模な町工場の共存を図りつつ、ゆとりのある良好な住宅地の形成を図る。 

5.土地利用転換地区

駅近接街区の大規模用地等においては、開発整備動向に併せて立地条件にふさわしい土地利用を段階的に誘導する。 

6.住宅地区 -1

駅近接街区にふさわしい中低層の住居系建築物を誘導するとともに、賑わいを創出する一定規模の物品販売店舗や飲食店を

誘導していく。 

7.住宅地区 -2

住環境を確保し、潤いとゆとりのある良好な住宅地の形成を図る。 

地 区 施 設 の

整 備 の 方 針

1.駅利用者の利便性を考慮して、道路の新設及び細街路の拡幅を推進する。

2.補助 138 号線の整備を視野に入れ、沿道に地区公園の新設を進めると共に、既存の公園、児童公園については良好な環境を維持

し､地区住民の利用の増進を図る。

建 築 物 等 の

整 備 の 方 針

日暮里･舎人ライナーの拠点駅周辺にふさわしい良好な市街地環境を形成し、住み続けることのできるまちづくりを進めるため、

建築物等の用途の制限、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、壁面後退区域における工作物の設置の制限、建築物等

の形態又は色彩その他の意匠の制限、垣又はさくの構造の制限を定める。 

その他当該地区の

整 備 ､ 開 発 及 び

保全に関する方針

「あだち景観まちづくりガイドライン」等に基づき、区西部の拠点にふさわしい良好な都市景観の形成を図る。 
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地
区
整
備
計
画 

地
区
施
設
の
配
置
及
び
規
模 

道 路 名称 幅員 延長 備考 名称 幅員 延長 備考 

区画道路 1号 5.5ｍ～6ｍ 約 110ｍ 現況・新設 区画道路 11 号 4ｍ 約 90ｍ 拡幅 

区画道路 2号 4ｍ～6ｍ 約 300ｍ 現況 区画道路 12 号 4ｍ 約 45ｍ 拡幅 

区画道路 3号 4ｍ 約 50ｍ 拡幅 区画道路 13 号 4ｍ 約 160ｍ 拡幅 

区画道路 4号 4ｍ 約 90ｍ 拡幅 区画道路 14 号 4ｍ 約 85ｍ 拡幅 

区画道路 5号 4ｍ 約 50ｍ 新設 区画道路 15 号 4ｍ 約 25ｍ 拡幅 

区画道路 6号 4ｍ 約 50ｍ 拡幅 区画道路 16 号 4ｍ 約 105ｍ 拡幅 

区画道路 7号 4ｍ 約 55ｍ 拡幅 区画道路 17 号 2ｍ(4ｍ) 約 170ｍ 拡幅 

区画道路 8号 4ｍ 約 50ｍ 拡幅 区画道路 18 号 2ｍ(4ｍ) 約 25ｍ 拡幅 

区画道路 9号 4ｍ 約 290ｍ 拡幅 幅員の()内は全幅員を表す。 

区画道路 10 号 4ｍ 約 100ｍ 拡幅 

公 園 名称 面積 備考 名称 面積 備考 

公園 1号 約 1300 ㎡ 一部新設 公園 4号 約 330 ㎡ 既存 

公園 2号 約 470 ㎡ 既存 公園 5号 約 1070 ㎡ 既存 

公園 3号 約 480 ㎡ 既存 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区 分

名称 駅前地区 沿道商業地区 幹線沿道地区 住工地区 土地利用転換地区 住宅地区-1 住宅地区-2 

面積 約 2.6ha 約 3.8ha 約 3.4ha 約 5.9ha 約 4.4ha 約 2.1ha 約 4.5ha 

建築物等の用

途 の 制 限 ※

 次の各号に該当する建築物は建築して

はならない。 

1. ｢風俗営業等の規則及び業務の適正

化等に関する法律｣第２条第１項第一

号から第三号及び第五号に規定する

｢風俗営業｣を営む建築物並びに同条第

６項第三号から第五号に規定する｢店

舗型性風俗特殊営業｣の用途に供する

建築物 

2. ナイトクラブその他設備を設けて客

にダンスをさせ、かつ、客に飲食をさ

せる営業を営む建築物（前号に該当す

る営業を営むものを除く。） 

3. ダンスホールその他設備を設けて客

にダンスをさせる営業（客にダンスを

教授するための営業のうちダンスを教

授する者が客にダンスを教授する場合

にのみ客にダンスをさせる営業を除

く。）を営む建築物 

 ｢風俗営業等の規則及び業

務の適正化等に関する法律｣

第２条第１項第二号、第三号

及び第五号に規定する｢風俗

営業｣を営む建築物を建築し

てはならない。 

 次の各号に該当する建築物

は建築してはならない。 

1. ｢風俗営業等の規則及び

業務の適正化等に関する法

律｣第２条第１項第一号か

ら第三号及び第五号に規定

する｢風俗営業｣を営む建築

物 

2. ナイトクラブその他設備

を設けて客にダンスをさ

せ、かつ、客に飲食をさせ

る営業を営む建築物（前号

に該当する営業を営むもの

を除く。） 

3. ダンスホールその他設備

を設けて客にダンスをさせ

る営業（客にダンスを教授

するための営業のうちダン

スを教授する者が客にダン 

― 
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4. 建築物の１階で交通広場に面する

部分の主たる用途を店舗、飲食店、展

示場等の商業施設、自転車駐輪場、神

社以外に供する建築物 

スを教授する場合にのみ客

にダンスをさせる営業を除

く。）を営む建築物 

建 築 物 の

敷 地 面 積 の

最 低 限 度

83.0 ㎡とする。ただし、次の各号に該当する場合はこの限りでない。 

1. この地区計画の都市計画決定の告示日において、敷地面積が 83.0 ㎡未満の場合

2. 区長が良好な住環境を害するおそれがないと認めたもの

壁面の位置の

制 限  壁面の位置(建築物の外壁、又はこれに代わる柱の面から道路境界線

までの距離)の最低限度は、計画図に示す道路沿いにおいて、以下のよ

うに定める。 

1. 江北新道沿い：1.5ｍ

ただし、敷地境界の路面の高さから 2.5ｍ以上の部分はこの限りで

ない。 

2. 前項以外の道路沿い：0.5ｍ

ただし、次の各号の一に該当する場合はこの限りでない。 

ア 床面積に算入されない出窓の部分 

イ 軒の高さが 2.3ｍ以下で、かつ床面積が 5 ㎡以内の物置その他

これに類する用途(自動車駐車場を除く)に供する建築物 

ウ 軒の高さが 2.3ｍ以下の自動車車庫

壁面の位置(建築物の外壁、又はこれに代わる柱の面か

ら道路境界線までの距離)の最低限度は、計画図に示す道

路沿いにおいて、0.5ｍとする。 

 ただし、次の各号の一に該当する場合はこの限りでな

い。 

ア 床面積に算入されない出窓の部分 

イ 軒の高さが 2.3ｍ以下で、かつ床面積が 5㎡以内

の物置その他これに類する用途(自動車駐車場を除

く)に供する建築物 

ウ 軒の高さが 2.3ｍ以下の自動車車庫

壁面後退区域

に お け る

工作物の設置

の 制 限

 江北新道沿いの壁面の位置の制限として定められた限度の線と道路境界線との間の土地の区域について

は、門、塀等の歩行空間の連続性、通行のさまたげとなるような工作物を設置してはならない。 

ただし、車止め等、公益上必要なものはこの限りでない。
－ 

建 築 物 等 の

形態又は色彩

その他の意匠

の 制 限

屋根及び外壁等の色彩は、良好な住環境にふさわしい、落ち着いた色あいのものとする。また、屋外広告物は良好な都市景観の

形成をさまたげないように配慮し、腐朽、腐食または破損しやすい材質の使用は避け、設置することとする。 

垣又はさくの

構 造 の 制 限

 道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣又はフェンスとし、これらの併用はさまたげない。ただし、コンクリートブロ

ック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造及びこれらに類する構造の部分の高さは 0.6ｍ以下とする。

※は知事協議事項 

｢区域、地区の区分、地区施設の配置、壁面の位置の制限は計画図表示のとおり｣ 

理由：「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」の改正に伴い表記上の整合を図るため、地区計画を変更する。 
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変 更 概 要（ 部分が変更あるいは追加の部分） 

名 称 江北駅周辺地区地区計画 

位 置 足立区扇三丁目、江北一丁目、江北二丁目、江北四丁目、江北五丁目及び西新井本町二丁目各地内 

面 積 約 26.7ｈａ 

事 項 旧 新 摘 要 

区
域
の
整
備
・
開
発
及 

び
保
全
に
関
す
る
方
針 

建築物等の整備の

方針 

 日暮里･舎人ライナーの拠点駅周辺にふさわしい良好

な市街地環境を形成し、住み続けることのできるまちづ

くりを進めるため、建築物等の用途の制限、建築物の敷

地面積の最低限度、壁面の位置の制限、壁面後退区域に

おける工作物の設置の制限、建築物等の形態又は意匠の

制限、垣又はさくの構造の制限を定める。 

日暮里･舎人ライナーの拠点駅周辺にふさわしい良好

な市街地環境を形成し、住み続けることのできるまちづ

くりを進めるため、建築物等の用途の制限、建築物の敷

地面積の最低限度、壁面の位置の制限、壁面後退区域に

おける工作物の設置の制限、建築物等の形態又は色彩そ

の他の意匠の制限、垣又はさくの構造の制限を定める。

文言の精査 

地

区

整

備

計

画 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地区の

区 分

名称 駅前地区 駅前地区 

面積 約 2.6ha 約 2.6ha 

建築物等の

用途の制限 

次の各号に該当する建築物は建築してはならない。 

1. 「風俗営業等の規則及び業務の適正化等に関する法

律｣第２条第１項第一号から第六号及び第八号に規定

する｢風俗営業｣を営む建築物並びに同条第６項第三

号から第五号に揚げる｢店舗型性風俗特殊営業｣の用

途に供する建築物 

2. 建築物の１階で交通広場に面する部分の主たる用

途を店舗、飲食店、展示場等の商業施設、自転車駐輪

場、神社以外に供する建築物 

次の各号に該当する建築物は建築してはならない。 

1. 「風俗営業等の規則及び業務の適正化等に関する法

律｣第２条第１項第一号から第三号及び第五号に規定

する｢風俗営業｣を営む建築物並びに同条第６項第三

号から第五号に規定する｢店舗型性風俗特殊営業｣の

用途に供する建築物 

2. ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスをさ

せ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建築物（前号

に該当する営業を営むものを除く。） 

3. ダンスホールその他設備を設けて客にダンスをさ

せる営業（客にダンスを教授するための営業のうちダ

ンスを教授する者が客にダンスを教授する場合にの

み客にダンスをさせる営業を除く。）を営む建築物 

4. 建築物の１階で交通広場に面する部分の主たる用

途を店舗、飲食店、展示場等の商業施設、自転車駐輪

場、神社以外に供する建築物 

風俗営業等

の規制及び

業務の適正

化等に関す

る法律の改

正に伴う変

更と文言の

精査 
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地

区

整

備

計

画 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地区の

区 分

名称
沿道商業 

地区 
幹線沿道
地区 

住工地区
土地利用 
転換地区 

（略）
沿道商業
地区 

幹線沿道 
地区 

住工地区
土地利用 
転換地区 

（略）

面積 約 3.8ha 約 3.4ha 約 5.9ha 約 4.4ha （略） 約 3.8ha 約 3.4ha 約 5.9ha 約 4.4ha （略）

建築物等の

用途の制限 

 ｢風俗営業等の規則

及び業務の適正化等に

関する法律｣第２条第

１項第五号、第六号及

び第八号に規定する

｢風俗営業｣を営む建築

物を建築してはならな

い。 

 ｢風俗営業等の規則

及び業務の適正化等に

関する法律｣第２条第

１項第一号から第六号

及び第八号に規定する

｢風俗営業｣を営む建築

物を建築してはならな

い。 

（略）

｢風俗営業等の規則

及び業務の適正化等に

関する法律｣第２条第

１項第二号、第三号及

び第五号に規定する

｢風俗営業｣を営む建築

物を建築してはならな

い。 

 次の各号に該当する

建築物は建築してはな

らない。 

1. ｢風俗営業等の規

則及び業務の適正化

等に関する法律｣第２

条第１項第一号から

第三号及び第五号に

規定する｢風俗営業｣

を営む建築物 

2. ナイトクラブその

他設備を設けて客に

ダンスをさせ、かつ、

客に飲食をさせる営

業を営む建築物（前号

に該当する営業を営

むものを除く。） 

3. ダンスホールその

他設備を設けて客に

ダンスをさせる営業

（客にダンスを教授

するための営業のう

ちダンスを教授する

者が客にダンスを教

授する場合にのみ客

にダンスをさせる営

業を除く。）を営む建

築物 

（略）

風俗営業等

の規制及び

業務の適正

化等に関す

る法律の改

正に伴う変

更 
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第１号議案 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の改正に伴う地区計画変更 

１－12 東京都市計画地区計画高野地区地区計画の変更（足立区決定）について 

上記の議案を提出する。 

平成２８年６月２９日 

提 出 者  足 立 区 長  近 藤  弥 生 

本地区計画の内容を、別添計画図書のとおり変更する。 

（提案理由） 

 東京都市計画地区計画高野地区地区計画を変更するにあたり、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第１９条第１項の規定に基づき、足立区都市計画審議会の議を経る必要があるため、提案する。 
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都市計画の案の理由書 

１．種類・名称 

東京都市計画地区計画  

高野地区地区計画 

２．理 由 

 高野地区は、東京都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針において、都市環境再生ゾーンに位置付けられている。また足

立区都市計画マスタープランにおいて、住環境保全地域に位置付けられており、低層住宅地と中高層住宅等との調和を図り、都市型住

宅地として快適性の向上をめざしたまちづくりを進めることとされている。 

本地区は、良好な住宅地と日暮里・舎人線新駅周辺の市街地環境の形成を図るため、平成６年に地区計画が策定された。 

本地区計画では、地区整備計画に定める建築物等の用途の制限において、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

23 年法律第 122 号。以下「風営法」という。）第２条第１項に基づく風俗営業を規制している。 

平成 27 年６月 24 日に風営法の一部が改正され、客にダンスをさせる営業の一部が風俗営業から除外される等の変更がされたが、引

き続き地区整備計画に定める用途の制限を行う必要があるため、地区計画の変更を行うものである。 
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東京都市計画地区計画の変更（足立区決定）

都市計画高野地区地区計画を次のように変更する。

名 称 高野地区地区計画

位 置 ※ 足立区江北一丁目及び扇二丁目各地内

面 積 ※ 約１０．５ｈａ

地 区 計 画 の 目 標
高野土地区画整理事業を施行中の本地区において、良好な住宅地と日暮里・舎人線新駅周辺の市街地環境

の形成を図るため、用途地域の変更を行い公共施設の整備を図りつつ、土地の有効活用を誘導する。

区

域

の

整

備

・

開

発

及

び

保

全

に

関

す

る

方

針

土 地 利 用 の 方 針

１．日暮里・舎人線新駅周辺商業地区の形成

日暮里・舎人線の新駅周辺において、地区の中心となる賑わいのある商業地を形成し、地域の活性化と

住民の日常の利便性の向上に資するものとする。

２．放射１１号線沿道の適切な土地利用の誘導

新駅周辺を除く放射１１号線沿道部においては、商業・業務や住宅の調和のとれた適切な沿道土地利用

を誘導し、良好な市街地環境の形成を図るものとする。

３．良好な住宅地の形成

良好な都市型住宅を中心に、緑豊かでうるおいのある住宅地の形成を図る。また、地区内に存する都営

住宅については、建て替えにあわせて中高層化を促進し、良好な公営住宅の供給を図るとともに、緑豊か

なオープンスペースを創出する。

４．生産緑地地区の保全

地区内に存する生産緑地地区は、良好な生活環境の確保に資する緑地としてこれを保存する。

地 区 施 設 の 整 備 の 方 針 道路、公園、緑地を適切に配置し整備する。

建 築 物 等 の 整 備 の 方 針

良好な住宅地と日暮里・舎人線新駅周辺の良好な市街地環境の形成を図るため

１．建築物等の用途の制限

２．建築物の容積率の最高限度

３．建築物の建ぺい率の最高限度

４．建築物の敷地面積の最低限度

５．壁面の位置の制限

６．建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限

７．垣又はさくの構造の制限

を定める。
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地 

区 

整 

備 

計 

画 

地 

区 

施 

設 

の 

配 

置 

及 

び 

規 

模 

道 路 名        称 幅        員 延  長 備  考 

  区画道路 1 号※ １２．０ｍ 約２８３ｍ 新  設 

  区画道路 2 号※ ９．０ｍ 約  ８８ｍ 新  設 

  区画道路 3 号※ ８．５ｍ 約１１１ｍ 新  設 

  区画道路 4 号※ ８．０ｍ 約１２０ｍ 新  設 

  区画道路 5 号※ ８．０ｍ 約３７６ｍ 新  設 

区画道路 6 号 ６．０ｍ 約  ４０ｍ 新  設 

区画道路 7 号 ６．０ｍ 約１７５ｍ 新  設 

区画道路 8 号 ６．０ｍ 約１４３ｍ 新  設 

区画道路 9 号 ６．０ｍ 約  ６４ｍ 新  設 

区画道路 10 号 ６．０ｍ 約１４０ｍ 新  設 

区画道路 11 号 ６．０ｍ 約２６２ｍ 新  設 

区画道路 12 号 ６．０ｍ 約  ８４ｍ 新  設 

区画道路 13 号 ６．０ｍ 約  ９０ｍ 新  設 

区画道路 14 号 ６．０ｍ 約１４１ｍ 新  設 

区画道路 15 号 ６．０ｍ 約１１５ｍ 新  設 

区画道路 16 号 ６．０ｍ 約  ７７ｍ 新  設 

区画道路 17 号 ６．０ｍ 約  ２３ｍ 新  設 

区画道路 18 号 ３．１ｍ（６．０ｍ） 約  １８ｍ 拡  幅（  ）内は全幅員 

歩行者優先道路 1号 ４．０ｍ 約  ５８ｍ 新  設 

歩行者優先道路 2号 ４．０ｍ 約  ８５ｍ 新  設 

公 園 名        称 面        積 備        考 

地区公園 1 号 約１，４９０㎡ 既設公園１，３４０㎡の拡張部分 

地区公園 2 号 約    ８６０㎡ 新  設 

地区公園 3 号 約    １５０㎡ 既設公園５，３５０㎡の拡張部分 

地区公園 4 号 約    ５３０㎡ 新  設 

緑 地 名        称 面    積 備    考 

地区緑地 1 号 約    ２７０㎡ 新  設 

地区緑地 2 号 約    ７２０㎡ 新  設 

地区緑地 3 号 約    ７５０㎡ 新  設 

地区緑地 4 号 約    ９３０㎡ 新  設 
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地

区

整

備

計

画

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

地区の

区 分

名 称
商業地区

－１

商業地区

－２
沿道地区

住宅地区

－１

住宅地区

－２

住宅地区

－３

公園･緑地

地区

面 積 約０．３ha 約０．７ha 約０．７ha 約３．５ha 約２．２ha 約１．６ha 約１．５ha

建 築 物 等 の 用 途 の 制 限

※ 

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条

第１項第２号、第３号及び第５号に規定する「風俗営業」を

営む建築物並びに同条第６項第２号及び第４号、第５号に規

定する「店舗型性風俗特殊営業」を営む建築物は建築しては

ならない。

―

建築物の

容積率の

最高限度

※

当該地区整備計画の区

域の特性に応じた容積

率の最高限度

当該地区計画の内容に適合

し、かつ、特定行政庁が交通

上、安全上、防火上及び衛生

上支障がないと認めた場合

（建築基準法第６８条の４第

１項に基づく認定）、又は土地

区画整理事業における換地処

分公告後は、下記の容積率を

適用する。

―

当該地区計画の内容

に適合し、かつ、特定

行政庁が交通上、安全

上、防火上及び衛生上

支障がないと認めた場

合（建築基準法第６８

条の４第１項に基づく

認定）、又は土地区画整

理事業における換地処

分公告後は、下記の容

積率を適用する。

― ―

４０／１０ ３０／１０

公共施設の整備の状況

に応じた容積率の最高

限度

― ２０／１０ ― ２０／１０ ―

建築物の建ぺい率の最高限度
当該区域内の敷地において

は６／１０とする。ただし、

土地区画整理事業における仮

換地指定後、当該敷地が接す

る道路が建築基準法による道

路となった場合は８／１０と

する。

―
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地

区

整

備

計

画

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

建築物の敷地面積の最低限度
８３．０㎡とする。ただし、次の各号に該当する場合はこの限りではない。

１．土地区画整理事業で換地面積が８３．０㎡未満の場合は、換地指定面積とする。

２．区長が良好な住居環境を害するおそれがないと認めたもの。

壁 面 の 位 置 の 制 限 建築物の外壁又は、これに代わる柱の面は、計画図に示す壁面の位置を超えて建築してはならない。ただ

し、次の各号に該当する場合はこの限りではない。

１．床面積に算入されない出窓の部分。

２．物置その他これに類する用途（自動車車庫を除く）に供し、軒の高さが２．３ｍ以下でかつ、壁面の後

退距離に満たない部分にある床面積の合計が５㎡以下であるもの。

３．自動車車庫で軒の高さが２．３ｍ以下であるもの。

４．区長がやむを得ないと認めたもの。

建 築 物 等 の 形 態 又 は

色 彩 そ の 他 の 意 匠 の 制 限

建築物の屋根及び外壁の色彩は刺激的な原色をさけ、周辺の環境と調和したものとする。

屋外広告物は、地区の良好な美観・風致などを良好に維持し、また腐朽し、腐食し、又は破損しやすい材

料を使用した危険な広告物等を防止するものとする。

垣 又 は さ く の 構 造 の 制 限
道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣又はフェンスとする。ただしこれらの併用をさまたげな

い。

なお、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造及びこれらに類する構造の部分の高さは

０．６ｍ以下とする。

※は知事協議事項

「区域、地区の細区分、地区施設の配置、壁面の位置は、計画図表示のとおり」

理 由：「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」の改正に伴い表記上の整合を図るため、地区計画を変更する。 
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変 更 概 要（ 部分が変更あるいは追加の部分）

名 称 高野地区地区計画

位 置 足立区江北一丁目及び扇二丁目各地内

面 積 約１０．５ｈａ

事 項 旧 新 摘 要

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び

保
全
に
関
す
る
方
針

建築物等の整備の方針 良好な住宅地と日暮里・舎人線新駅周辺の良好

な市街地環境の形成を図るため

１．～５．（略）

６．建築物等の形態又は意匠の制限

７．（略）

を定める。

良好な住宅地と日暮里・舎人線新駅周辺の良好

な市街地環境の形成を図るため

１．～５．（略）

６．建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限

７．（略）

を定める。

文言の精査

地

区

整

備

計

画

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

地区の

区 分

名 称
商業地区
－１

商業地区
－２

沿道
地区

住宅地区
－１

（略）
商業地区
－１

商業地区
－２

沿道
地区

住宅地区
－１

（略）

面   積 約０．３
ha 

約０．７
ha 

約０．７
ha 

約３．５
ha 

（略）
約０．３

ha 
約０．７

ha 
約０．７

ha 
約３．５

ha 
（略）

建築物等の用途の制

限

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律第２条第１項第５号、第６号及

び第８号に規定する「風俗営業」を営む建

築物並びに同条第６項第２号及び第４号、

第５号に規定する「風俗関連営業」を営む

建築物は建築してはならない。

（略）

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律第２条第１項第２号、第３号及

び第５号に規定する「風俗営業」を営む建

築物並びに同条第６項第２号及び第４号、

第５号に規定する「店舗型性風俗特殊営業」

を営む建築物は建築してはならない。

（略）

風俗営業等の

規制及び業務

の適正化等に

関する法律の

改正に伴う変

更と文言の精

査

建築物等の形態又は

色彩その他の意匠の

制限

建築物の屋根及び外壁の色彩は刺激的な原色を

さけ、周辺の環境と調和したものとする。

屋外広告物は、地区の良好な美観・風致などを

良好に維持し、また腐朽し、腐食し、又は破損し

やすい材料を使用した危険な広告物等を防止する

ものとする。

建築物の屋根及び外壁の色彩は刺激的な原色を

さけ、周辺の環境と調和したものとする。

屋外広告物は、地区の良好な美観・風致などを

良好に維持し、また腐朽し、腐食し、又は破損し

やすい材料を使用した危険な広告物等を防止する

ものとする。

文言の精査 
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第１号議案 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の改正に伴う地区計画変更 

１－13 東京都市計画地区計画西新井駅西口周辺地区地区計画の変更（足立区決定）について 

上記の議案を提出する。 

平成２８年６月２９日 

提 出 者  足 立 区 長  近 藤  弥 生 

本地区計画の内容を、別添計画図書のとおり変更する。 

（提案理由） 

 東京都市計画地区計画西新井駅西口周辺地区地区計画を変更するにあたり、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項

において準用する同法第１９条第１項の規定に基づき、足立区都市計画審議会の議を経る必要があるため、提案する。 
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都市計画の案の理由書 

１．種類・名称 

東京都市計画地区計画  

西新井駅西口周辺地区地区計画 

２．理 由 

 西新井駅周辺地区は、東京都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針において、生活中心地に位置付けられている。また足

立区都市計画マスタープランにおいて、住宅市街地総合整備事業などを導入し、災害に強いまちづくりを進めていくこととされている。 

本地区は、大規模開発整備の適正な誘導や都市基盤整備の推進を図るとともに、地区の防災性の向上と良好な市街地環境等の形成を

目指し、平成 15 年に地区計画が策定された。 

本地区計画では、地区整備計画に定める建築物等の用途の制限において、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

23 年法律第 122 号。以下「風営法」という。）第２条第１項に基づく風俗営業を規制している。 

平成 27 年６月 24 日に風営法の一部が改正され、客にダンスをさせる営業の一部が風俗営業から除外される等の変更がされたが、引

き続き地区整備計画に定める用途の制限を行う必要があるため、地区計画の変更を行うものである。 
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東京都市計画地区計画の変更（足立区決定）

都市計画西新井駅西口周辺地区地区計画を次のように変更する。

名  称 西新井駅西口周辺地区地区計画

位  置※ 足立区梅田五丁目、梅田六丁目、梅田七丁目、梅田八丁目、関原三丁目、西新井栄町一丁目及び西新井栄町二丁目各地内

面  積※ 約４３．０ｈａ

地区計画の目標

 本地区は、足立区中央部の東武伊勢崎線西新井駅西口周辺に拡がる地区であり、地区の北端は環状七号線Ｂ地区沿道

地区計画区域と接している。地区内は土地利用転換が行われる大規模工場跡地、駅前地区及びその他大規模用地、木造

住宅等が密集する市街地、土地区画整理事業施行済みの市街地とに大別される。

 また、本地区の西新井駅周辺は足立区基本構想による「地域拠点」として、さらに本地区は都区共同で策定した防災

都市づくり推進計画の重点整備地域として位置づけられている。

 こうしたことから本地区では、「安全で快適・新たなる活力・潤いのあるまち」の実現に向け、大規模開発整備の適正

な誘導、道路・公園等都市基盤整備の推進を図るとともに、これらに併せた地区全体の防災性の向上と良好な市街地環

境等の形成を目指す。

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針

土地利用の方針

１．土地利用転換を図る大規模工場跡地では、都市型住宅、複合商業施設等を主体に、公益的施設及び生活利便施設等

が複合した良好な開発整備を行うため、次の地区に区分し、計画的な土地利用の誘導を行う。

１）複合地区

西新井駅周辺における地域拠点形成の一翼を担う地区として、公益的な施設等を含む土地利用転換を誘導し、

拠点性の高い複合市街地を形成する。

２）駅前線沿道地区

地区のシンボル的な道路沿道として、良好な街並みや通りの賑わいづくりに配慮した複合的な土地利用を誘

導し、良好な沿道市街地を形成する。

３）住宅地区Ａ

良質な共同住宅、生活利便施設等を適切に配置するとともに、災害時における避難・防災活動の拠点となる

オープンスペース、緑と潤いの空間を確保し、安全で良好な住宅市街地を形成する。

４）住宅地区Ｂ

まちづくりや開発整備等に伴う移転用代替地として、周辺市街地と調和した住宅地を形成する。

５）複合商業地区

西新井駅と西新井大師の中間に位置する立地を活かし、地域交流拠点となる魅力ある商業、業務、文化、ア

ミューズメント機能等を導入するとともに、駐車場整備による交通環境の向上を図る。また、災害発生時には、

生活物資の供給拠点として地域の防災性の向上を図ることにより、安全で快適な賑わいのある複合商業地を形

成する。
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区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針

土地利用の方針

２．駅前地区、その他大規模用地等においては、各区域の特性を踏まえ、まちづくりの熟度や開発整備動向に併せて立

地条件にふさわしい土地利用を段階的に誘導する。

１）駅前Ａ街区

駅前広場に面した街区として、まちの顔となり、賑わいを創出する商業施設等を適切に配置し、西新井駅周

辺の地域拠点としてふさわしい複合市街地を形成する。

２）駅前北街区

駅前広場及び地区のシンボル的な道路に面した街区として、良好な街並みや通りの賑わいづくりに配慮した

土地利用を誘導するとともに防災上有効な建築物の不燃化を図り、良好な複合市街地を形成する。

３．木造住宅等が密集する地区においては、防災性の高い良好な市街地環境の形成に向けて土地利用を段階的に誘導す

る。

１）幹線道路沿道地区

幹線道路の沿道として、よりふさわしい適正かつ合理的な土地利用を誘導するとともに防災上有効な建築物

の不燃化を図る。

２）駅前線沿道地区、駅前周辺地区

地区のシンボル的な道路沿道として、良好な街並みや通りの賑わいづくりに配慮した複合的な土地利用を誘

導するとともに防災上有効な建築物の不燃化を図り、良好な沿道市街地を形成する。

３）地域幹線道路沿道地区

通りのゆとりと賑わいづくりに配慮した複合的な土地利用を誘導するとともに防災上有効な建築物の不燃化

を図り、良好な沿道市街地を形成する。

４）防災生活道路沿道地区

地区内の防災上重要な道路として安全性や防災性に配慮した沿道地区を形成する。

５）住宅地区

住宅地区では、地区施設の整備に併せて安全で快適なゆとりのある、安心できる住宅地を形成する。

４．土地区画整理事業施行済みの地区においては、良好な市街地環境の向上を図る。

１）幹線道路沿道地区

幹線道路の沿道として、よりふさわしい適正かつ合理的な土地利用を誘導するとともに防災上有効な建築物

の不燃化を図る。

２）地域幹線道路沿道地区

通りのゆとりと賑わいづくりに配慮した複合的な土地利用を誘導するとともに防災上有効な建築物の不燃化

を図り、良好な沿道市街地を形成する。

３）住宅地区

住宅地区では、安全で快適なゆとりのある、安心できる住宅地を形成する。
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区
域
の
整
備
・
開
発
及
び

保
全
に
関
す
る
方
針

地区施設の整備の方針

１．幹線道路ネットワークを補完する主要区画道路を整備する。

２．地区内の生活利便性、防災性の向上を図る区画道路を整備する。

３．区画道路等ネットワークをより充実させる歩行者等通路、緑道、小広場としての公共空地を整備する。

建築物等の整備の方針

 地区の特性に応じた土地利用を誘導し、防災性の高い良好な市街地環境及び街並みの形成を図るため、建築物等の用途

の制限、公共施設の整備状況と当該地区整備計画の区域の特性に応じた建築物の容積率の最高限度、建築物の敷地面積の

最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの最高限度、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限、垣又はさくの

構造の制限、壁面後退区域における工作物の設置の制限を定める。

地 

区 

整 

備 

計 

画

地
区
施
設
の
配
置
及
び
規
模

種 類 名 称 幅 員 延 長 備 考

道 路

主要区画道路 １号※ １２～２１ｍ 約５００ｍ 拡幅

主要区画道路 ２号※ １２ｍ 約９０ｍ 新設

区画道路 １号※ ８ｍ 約２９０ｍ 新設、一部拡幅

区画道路 ２号※ ８ｍ 約９０ｍ 新設

区画道路 ３号※ ８ｍ 約２９０ｍ 新設

区画道路 ４号 ７ｍ 約６０ｍ 拡幅

区画道路 ５号 ２．７２７ｍ（５．４５４ｍ） 約９０ｍ 拡幅

区画道路 ６号 ７．２ｍ 約３０ｍ 既設

区画道路 ７号 ６．３ｍ 約１８０ｍ 既設

区画道路 ８号 ６ｍ 約２５５ｍ 拡幅

区画道路 ９号 ５．４ｍ 約１５０ｍ 既設

区画道路１０号 ４．５４５ｍ 約９０ｍ 拡幅

区画道路１１号 ４．５ｍ 約７５ｍ 既設

区画道路１２号 ４．５ｍ 約３５ｍ 既設

区画道路１３号 ４ｍ 約８５ｍ 新設

区画道路１４号 ４ｍ 約３０ｍ 拡幅

区画道路１５号 ４ｍ 約６５ｍ 拡幅
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地 

区 

整 

備 

計 

画

地
区
施
設
の
配
置
及
び
規
模

道 路

区画道路１６号 ４ｍ 約６５ｍ 拡幅

区画道路１７号 ４ｍ 約５５ｍ 拡幅

区画道路１８号 ４ｍ 約４５ｍ 拡幅

区画道路１９号 ４ｍ 約９０ｍ 拡幅

区画道路２０号 ４ｍ 約２５ｍ 新設

区画道路２１号 ４ｍ 約９５ｍ 拡幅

区画道路２２号 ４ｍ 約１５５ｍ 拡幅

区画道路２３号 ４ｍ 約１２０ｍ 拡幅

区画道路２４号 ４ｍ 約５５ｍ 拡幅

区画道路２５号 ４ｍ 約７５ｍ 拡幅

区画道路２６号 ４ｍ 約５０ｍ 拡幅

区画道路２７号 ４ｍ 約４０ｍ 拡幅

区画道路２８号 ４ｍ 約１１０ｍ 拡幅

区画道路２９号 ４ｍ 約７５ｍ 拡幅

区画道路３０号 ４ｍ 約８５ｍ 拡幅

区画道路３１号 ４ｍ 約８０ｍ 拡幅

区画道路３２号 ４ｍ 約６０ｍ 拡幅

区画道路３３号 ３．８ｍ（７．６ｍ） 約１５０ｍ 既設

区画道路３４号 ４ｍ 約１３０ｍ 拡幅

区画道路３５号※ １３ｍ 約２５０ｍ 新設

区画道路３６号 ４ｍ 約１９０ｍ 拡幅

区画道路３７号 ４ｍ 約１１０ｍ 拡幅

区画道路３８号 ４ｍ 約１１０ｍ 拡幅

区画道路３９号 ４ｍ 約１２５ｍ 拡幅

区画道路４０号 ４ｍ 約６０ｍ 拡幅

区画道路４１号 ４ｍ 約４５ｍ 拡幅
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地 

区 

整 

備 

計 

画

地
区
施
設
の
配
置
及
び
規
模

道 路

区画道路４２号 ４ｍ 約５０ｍ 拡幅

区画道路４３号 ４ｍ 約５０ｍ 拡幅

（  ）内の数値は全幅を表す。

 地区整備計画その３地区内の区画道路が交わる角地部分（隅角が１２０度以上の場合を除く。）は、敷地の隅を頂点と

する長さ２ｍの底辺を有する二等辺三角形の部分は地区施設の道路とする。

公 園

名 称 面 積 備 考

公園１号 約６００㎡ 新設

公園２号 約１４０㎡ 新設

その他の公共空地

名 称 幅 員 延 長 備 考

通路 ８ｍ 約１１０ｍ 新設

緑道 ４ｍ 約１３０ｍ 新設

小広場１号 面 積 約９５㎡ 新設

小広場２号 面 積 約１５０㎡ 既設
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地 

区 

整 

備 

計 

画 

そ
の
１

位 置 足立区西新井栄町一丁目及び関原三丁目各地内

面 積 約１４．６ｈａ

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地区の区分
名 称 複合商業地区 複合地区 駅前線沿道地区 住宅地区Ａ 住宅地区Ｂ

面 積 約３．１ｈａ 約１．４ｈａ 約１．０ｈａ 約８．３ｈａ 約０．８ｈａ

建築物等の用途の

制限※

１．次に掲げる建築物は建築してはならない。

（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律第２条第１項に規定する風俗営

業及び同条第６項第１号から第５号に規定

する店舗型性風俗特殊営業を営む建築物

（２）ナイトクラブその他設備を設けて客にダ

ンスをさせ、かつ、客に飲食をさせる営業

を営む建築物（前号に該当する営業を営む

ものを除く。）

（３）ダンスホールその他設備を設けて客にダ

ンスをさせる営業（客にダンスを教授する

ための営業のうちダンスを教授する者が客

にダンスを教授する場合にのみ客にダンス

をさせる営業を除く。）を営む建築物

２．次に掲げる用途以外の建築物は建築しては

ならない。

（１）店舗、飲食店

（２）ボーリング場、スケート場、水泳場その

他これらに類する運動施設

（３）診療所、保育所

（４）劇場、映画館、演芸場又は観覧場のうち

客席部分の床面積の合計が２００㎡未満の

もの

（５）建築基準法第４８条第８項ただし書きの

許可を受けたもの

（６）上記に掲げる用途に付属するもの

次に掲げる建築物は建築してはならない。

１．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項第

１号から第３号に規定する風俗営業及び同条第６項第１号から第５

号に規定する店舗型性風俗特殊営業を営む建築物

２．ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスをさせ、かつ、客に飲

食をさせる営業を営む建築物（前号に該当する営業を営むものを除

く。）

３．ダンスホールその他設備を設けて客にダンスをさせる営業（客にダ

ンスを教授するための営業のうちダンスを教授する者が客にダンス

を教授する場合にのみ客にダンスをさせる営業を除く。）を営む建築

物

１５３



地 

区 

整 

備 

計 

画 

そ
の
１

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

建築物の

容積率の

最高限度

※

当該地区

整備計画

の区域の

特性に応

じた容積

率の最高

限度

 当該地区計画の内容に適合し、かつ、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障が

ないと認めた場合（建築基準法第６８条の４に基づく認定）は、下記の容積率を適用する。

３０／１０ －

公共施設

の整備の

状況に応

じた容積

率の最高

限度

２０／１０

建築物の敷地面積の

最低限度
１５，０００㎡とする。 ５００㎡とする。

８３㎡とする。

 ただし、まちづくりに協力し代替地として譲渡された土

地で行う建築行為で、区長が良好な居住環境を害するおそ

れがないと認めたものについてはこの限りでない。

壁面の位置の制限

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距離の最低限度は、計画図に掲げる数値とする。

 ただし、次に掲げるものについてはこの限りでない。

１．建築物の地盤面下の部分

２．公共用歩廊、公衆電話、歩行者の安全上設置する庇等公益上必要なもので、区長がやむを得ないと認めるもの

１５４



地 

区 

整 

備 

計 

画 

そ
の
１

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

建築物等の高さの最

高限度

 建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他これ

らに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の

合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の

場合においては、その部分の高さを１２ｍまで

は当該建築物の高さに算入しない。）は、３１ｍ

を超えてはならない。

－

建築物等の形態又は

色彩その他の意匠の

制限

 建築物の外壁又はこれに代わる柱、屋根などの形態・意匠・色彩等は、美しい市街地景観の形成に配慮したものとする

とともに、景観・風致を損なうおそれのある屋外広告物を設置してはならない。

垣又はさくの構造の

制限

道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣又は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の部分の高さが

０．６ｍ以下のもの、法令等の制限上やむを得ないものについてはこの限りでない。

壁面後退区域におけ

る工作物の設置の制

限

壁面の位置の制限として定められた限度の線と

敷地境界線との間の土地の区域については、門、

へい、広告物、看板（交通誘導サイン等は除く。）

等の交通の妨げとなるような工作物を設置しては

ならない。

 ただし、公共用歩廊、公衆電話、歩行者の安全

上設置する庇等公益上必要なもので、区長がやむ

を得ないと認めるものについてはこの限りでな

い。

－

１５５



地 

区 

整 

備 

計 

画 

そ
の
２

位 置 足立区西新井栄町一丁目及び西新井栄町二丁目各地内

面 積 約１．８ｈａ

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地区の区分
名 称 駅前Ａ街区 駅前北街区① 駅前北街区②

面 積 約０．７ｈａ 約０．２ｈａ 約０．９ｈａ

建築物等の用途の

制限※

１．次に掲げる建築物は建築してはならない。

（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第６項第１

号から第５号に規定する店舗型性風俗特殊営業を営む

建築物

（２）ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスをさせ、

かつ、客に飲食をさせる営業を営む建築物（前号に該

当する営業を営むものを除く。）

（３）ダンスホールその他設備を設けて客にダンスをさせ

る営業（客にダンスを教授するための営業のうちダン

スを教授する者が客にダンスを教授する場合にのみ客

にダンスをさせる営業を除く。）を営む建築物

２．建築物の１階及び２階部分に次に掲げる用途以外の建

築物を建築してはならない。

（１）店舗、飲食店

（２）劇場、映画館、演芸場又は観覧場

（３）学校、図書館、博物館、美術館、展示場その他これ

らに類するもの

（４）上記に掲げる用途に付属するもの

１．次に掲げる建築物は建築してはならない。

（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第

２条第１項第１号から第３号に規定する風俗営業及び

同条第６項第１号から第５号に規定する店舗型性風俗

特殊営業を営む建築物

（２）ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスをさせ、

かつ、客に飲食をさせる営業を営む建築物（前号に該当

する営業を営むものを除く。）

（３）ダンスホールその他設備を設けて客にダンスをさせる

営業（客にダンスを教授するための営業のうちダンスを

教授する者が客にダンスを教授する場合にのみ客にダ

ンスをさせる営業を除く。）を営む建築物

２．駅前に立地することがふさわしい建築物として、６００

㎡を超える敷地に建築物を建築する場合は、交通広場及び

都市計画道路に面する１階部分に店舗、飲食店を建築しな

ければならない。

建築物

の容積

率の最

高限度

※

当該地区整

備計画の区

域の特性に

応じた容積

率の最高限

度

 当該地区計画の内容に適合し、かつ、特定行政庁が交通

上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めた場合（建

築基準法第６８条の４に基づく認定）、又は足立区画街路第

９号線の道路供用開始告示後は、下記の容積率を適用する。 

４０／１０

－

 当該地区計画の内容に適合し、かつ、特

定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛

生上支障がないと認めた場合（建築基準法

第６８条の４に基づく認定）、又は足立区画

街路第９号線及び第１０号線の道路供用開

始告示後は、下記の容積率を適用する。

４０／１０
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地 

区 

整 

備 

計 

画 

そ
の
２

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

公共施設の

整備の状況

に応じた容

積率の最高

限度

２０／１０ － ３０／１０

建築物の敷地面積の

最低限度
５００㎡とする。

８３㎡とする。

ただし、この地区計画の都市計画決定の告示日において、

敷地面積が８３㎡未満の場合はこの限りでない。

壁面の位置の制限

 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線ま

での距離の最低限度は、計画図に掲げる数値とする。

 ただし、次に掲げるものについてはこの限りでない。

１．建築物の地盤面下の部分

２．公共用歩廊、公衆電話、歩行者の安全上設置する庇等

公益上必要なもので、区長がやむを得ないと認めるもの

 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線ま

での距離の最低限度は、計画図に掲げる数値とする。

 ただし、次に掲げるものについてはこの限りでない。

１．床面積に算入されない出窓の部分

２．物置その他これらに類する用途（自動車車庫は除く。）

に供し、軒の高さが２．３ｍ以下でかつ、壁面の後退距

離に満たない部分にある床面積の合計が５㎡以下であ

るもの

３．自動車車庫で軒の高さが２．３ｍ以下であるもの

４．道路の隅切りの部分に面する建築物の部分

建築物等の形態又は

色彩その他の意匠の

制限

 建築物の外壁又はこれに代わる柱、屋根などの形態・意匠・色彩等は、美しい市街地景観の形成に配慮したものとする

とともに、景観・風致を損なうおそれのある屋外広告物を設置してはならない。

垣又はさくの構造の

制限

道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣又は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の部分の高さが

０．６ｍ以下のもの、法令等の制限上やむを得ないものについてはこの限りでない。

１５７



地 

区 

整 

備 

計 

画 

そ
の
３

位 置 足立区西新井栄町一丁目及び西新井栄町二丁目各地内

面 積 約７．９ｈａ

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地区の

区分

名 称
幹線道路沿道

地区

駅前線沿道

地区

防災生活道路

沿道地区

駅前周辺地区

①

駅前周辺地区

②

駅前周辺地区

③
住宅地区

面 積 約０．９ｈａ 約１．１ｈａ 約１．９ｈａ 約０．５ｈａ 約０．１ｈａ 約０．２ｈａ 約３．２ｈａ

建築物等の用途の

制限※

次に掲げる建築物は建築してはならない。

１．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第６項第１号から第５

号に規定する店舗型性風俗特殊営業を営む建築物

２．ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスをさせ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建築物（前号に該当する営

業を営むものを除く。）

３．ダンスホールその他設備を設けて客にダンスをさせる営業（客にダンスを教授するための営業のうちダンスを教授す

る者が客にダンスを教授する場合にのみ客にダンスをさせる営業を除く。）を営む建築物

建築物

の容積

率の最

高限度

※

当該地区整

備計画の区

域の特性に

応じた容積

率の最高限

度

－－

 当該地区計画の内容に適合し、かつ、特定行政庁が交通上、安全

上、防火上及び衛生上支障がないと認めた場合（建築基準法第６８

条の４に基づく認定）、又は足立区画街路第１０号線の道路供用開始

告示後は、下記の容積率を適用する。

４０／１０

公共施設の

整備の状況

に応じた容

積率の最高

限度

－ ２０／１０ ３０／１０ －

建築物の敷地面積の

最低限度

８３㎡とする。

ただし、この地区計画の都市計画決定の告示日において、敷地面積が８３㎡未満の場合はこの限りでない。
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地 
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そ
の
３

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

壁面の位置の制限

壁面の位置の制限は次の各号のとおりとする。

１．建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距離の最低限度は、計画図に掲げる数値とする。

ただし、次のいずれかに該当する場合はこの限りでない。

ア．床面積に算入されない出窓の部分

イ．物置その他これらに類する用途（自動車車庫を除く。）に供し、軒の高さが２．３ｍ以下でかつ、壁面の後退距離

に満たない部分にある床面積の合計が５㎡以下であるもの

ウ．自動車車庫で軒の高さが２．３ｍ以下であるもの

 エ．道路の隅切りの部分に面する建築物の部分

２．道路状等の見通しの空間として、区画道路が交差する角地部分（偶角が１２０度以上の場合を除く。）は、敷地の隅

を頂点とする長さ２ｍの底辺を有する二等辺三角形の部分を確保し、その部分を超えて建築してはならない。ただし、 
道路上の面からの高さが４．５ｍを超える部分についてはこの限りでない。

建築物等の形態又は

色彩その他の意匠の

制限

 建築物の外壁又はこれに代わる柱、屋根などの形態・意匠・色彩等は、美しい市街地景観の形成に配慮したものとする

とともに、景観・風致を損なうおそれのある屋外広告物を設置してはならない。

垣又はさくの構造の

制限

道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣又は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。

ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の部分の高さが

０．６ｍ以下のもの、法令等の制限上やむを得ないものについてはこの限りでない。

１５９



地 

区 

整 

備 

計 

画 

そ
の
３
の
１ 

位 置 足立区梅田五丁目、梅田六丁目及び梅田八丁目各地内

面 積 約３．７ｈａ

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分
名 称 

幹線道路沿道地区 

(補助 138 号線沿道) 

地域幹線道路沿道地区 

(旧日光街道沿道) 
住宅地区 

面 積 約０．５ｈａ 約０．８ｈａ 約２．４ｈａ 

建築物等の用途の 

制限※ 

次に掲げる建築物は建築してはならない。

１．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第６項第１号から第５

号に規定する店舗型性風俗特殊営業を営む建築物

２．ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスをさせ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建築物（前号に該当する営

業を営むものを除く。）

３．ダンスホールその他設備を設けて客にダンスをさせる営業（客にダンスを教授するための営業のうちダンスを教授す

る者が客にダンスを教授する場合にのみ客にダンスをさせる営業を除く。）を営む建築物

建築物の敷地面積の 

最低限度 

８３㎡とする。 

ただし、この地区計画の都市計画決定の告示日において、敷地面積が８３㎡未満の場合はこの限りでない。 

壁面の位置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距離の最低限度は、計画図に掲げる数値とする。

 ただし、次に掲げるものについてはこの限りでない。

１．床面積に算入されない出窓の部分

２．物置その他これらに類する用途（自動車車庫は除く。）に供し、軒の高さが２．３ｍ以下でかつ、壁面の後退距離に

満たない部分にある床面積の合計が５㎡以下であるもの

３．自動車車庫で軒の高さが２．３ｍ以下であるもの

４．道路の隅切りの部分に面する建築物の部分 

建築物等の形態又は 

色彩その他の意匠の

制限 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱、屋根などの形態・意匠・色彩等は、美しい市街地景観の形成に配慮したものとする

とともに、景観・風致を損なうおそれのある屋外広告物を設置してはならない。 

垣又はさくの構造 

の制限 

道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣又は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の部分の高さが 

０.６ｍ以下のもの、法令等の制限上やむを得ないものについてはこの限りでない。 
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地 

区 

整 

備 

計 

画 

そ
の
４ 

位 置 足立区梅田七丁目及び梅田八丁目各地内

面 積 約４．４ｈａ

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分
名 称 

幹線道路沿道地区 

(補助 138 号線沿道) 

地域幹線道路沿道地区 

(旧日光街道沿道) 
住宅地区 

面 積 約０．７ｈａ 約０．８ｈａ 約２．９ｈａ 

建築物等の用途の 

制限※ 

次に掲げる建築物は建築してはならない。

１．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第６項第１号から第５

号に規定する店舗型性風俗特殊営業を営む建築物

２．ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスをさせ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建築物（前号に該当する営

業を営むものを除く。）

３．ダンスホールその他設備を設けて客にダンスをさせる営業（客にダンスを教授するための営業のうちダンスを教授す

る者が客にダンスを教授する場合にのみ客にダンスをさせる営業を除く。）を営む建築物

建築物の敷地面積の 

最低限度 

８３㎡とする。 

ただし、この地区計画の都市計画決定の告示日において、敷地面積が８３㎡未満の場合はこの限りでない。 

壁面の位置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距離の最低限度は、計画図に掲げる数値とする。

 ただし、次に掲げるものについてはこの限りでない。

１．床面積に算入されない出窓の部分

２．物置その他これらに類する用途（自動車車庫は除く。）に供し、軒の高さが２．３ｍ以下でかつ、壁面の後退距離に満

たない部分にある床面積の合計が５㎡以下であるもの

３．自動車車庫で軒の高さが２．３ｍ以下であるもの

４．道路の隅切りの部分に面する建築物の部分 

建築物等の形態又は 

色彩その他の意匠の

制限 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱、屋根などの形態・意匠・色彩等は、美しい市街地景観の形成に配慮したものとする

とともに、景観・風致を損なうおそれのある屋外広告物を設置してはならない。 

垣又はさくの構造 

の制限 

道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣又は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の部分の高さが 

０.６ｍ以下のもの、法令等の制限上やむを得ないものについてはこの限りでない。 

※は知事協議事項

「区域・地区の区分、地区施設の配置、壁面の位置の制限は、計画図表示のとおり」

理 由：「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」の改正に伴い表記上の整合を図るため、地区計画を変更する。 
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変 更 概 要（ 部分が変更あるいは追加の部分） 

名 称 西新井駅西口周辺地区地区計画

位 置 足立区梅田五丁目、梅田六丁目、梅田七丁目、梅田八丁目、関原三丁目、西新井栄町一丁目及び西新井栄町二丁目各地内

面 積 約４３．０ｈａ

事 項 旧 新 摘 要

地 

区 

整 

備 

計 

画 

そ
の
１

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地区の区分
名 称 複合商業地区 複合商業地区

面 積 約３．１ｈａ 約３．１ｈａ

建築物等の用途の

制限

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法
律第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第６項
第１号から第５号に規定する店舗型性風俗特殊営業
を営む建築物は建築してはならない。
 また、次に掲げる用途以外の建築物は建築しては
ならない。
１．店舗、飲食店
２．ボーリング場、スケート場、水泳場その他これ

らに類する運動施設
３．診療所、保育所
４．劇場、映画館、演芸場又は観覧場のうち客席部

分の床面積の合計が２００㎡未満のもの
５．建築基準法第４８条第８項ただし書きの許可を

受けたもの
６．上記に掲げる用途に付属するもの

１．次に掲げる建築物は建築してはならない。 
（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

る法律第２条第１項に規定する風俗営業及び同
条第６項第１号から第５号に規定する店舗型性
風俗特殊営業を営む建築物 

（２）ナイトクラブその他設備を設けて客にダンス
をさせ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建
築物（前号に該当する営業を営むものを除く。）

（３）ダンスホールその他設備を設けて客にダンス
をさせる営業（客にダンスを教授するための営
業のうちダンスを教授する者が客にダンスを教
授する場合にのみ客にダンスをさせる営業を除
く。）を営む建築物 

２．次に掲げる用途以外の建築物は建築してはなら
ない。

（１）店舗、飲食店
（２）ボーリング場、スケート場、水泳場その他こ

れらに類する運動施設
（３）診療所、保育所
（４）劇場、映画館、演芸場又は観覧場のうち客席

部分の床面積の合計が２００㎡未満のもの
（５）建築基準法第４８条第８項ただし書きの許可

を受けたもの
（６）上記に掲げる用途に付属するもの

風俗営業等
の規制及び
業務の適正
化等に関す
る法律の改
正に伴う変
更 

建築物等の高さの最

高限度

建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他これらに
類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当
該建築物の建築面積の８分の１以内の場合において
は、その部分の高さを１２ｍまでは当該建築物の高
さに算入しない。）は、３１ｍを超えてはならない。

建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他これらに
類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当
該建築物の建築面積の８分の１以内の場合において
は、その部分の高さを１２ｍまでは当該建築物の高
さに算入しない。）は、３１ｍを超えてはならない。

文言の精査 
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地 

区 

整 

備 

計 

画 

そ
の
１

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地区の区分
名 称 複合地区

駅前線沿道

地区
住宅地区Ａ 住宅地区Ｂ 複合地区

駅前線沿道

地区
住宅地区Ａ 住宅地区Ｂ

面 積
約１．４
ｈａ

約１．０
ｈａ

約８．３
ｈａ

約０．８
ｈａ

約１．４
ｈａ

約１．０
ｈａ

約８．３
ｈａ

約０．８
ｈａ

建築物等の用途の

制限
風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第２条第１項第１号から第６号に規定する風

俗営業及び同条第６項第１号から第５号に規定す

る店舗型性風俗特殊営業を営む建築物は建築して

はならない。

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第２条第１項第１号から第３号に規定する

風俗営業及び同条第６項第１号から第５号に規

定する店舗型性風俗特殊営業を営む建築物 

２．ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスを

させ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建築

物（前号に該当する営業を営むものを除く。）

３．ダンスホールその他設備を設けて客にダンスを

させる営業（客にダンスを教授するための営業

のうちダンスを教授する者が客にダンスを教授

する場合にのみ客にダンスをさせる営業を除

く。）を営む建築物

風俗営業等
の規制及び
業務の適正
化等に関す
る法律の改
正に伴う変
更 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

そ
の
２

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地区の区分
名 称 駅前Ａ街区 駅前Ａ街区

面 積 約０．７ｈａ 約０．７ｈａ

建築物等の用途の

制限

 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第６項

第１号から第５号に規定する店舗型性風俗特殊営業

を営む建築物は建築してはならない。

 また、建築物の１階及び２階部分に次に掲げる用

途以外の建築物を建築してはならない。

１．店舗、飲食店

２．劇場、映画館、演芸場又は観覧場

３．学校、図書館、博物館、美術館、展示場その他

これらに類するもの

４．上記に掲げる用途に付属するもの

１．次に掲げる建築物は建築してはならない。 

（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

る法律第２条第１項に規定する風俗営業及び同

条第６項第１号から第５号に規定する店舗型性

風俗特殊営業を営む建築物 

（２）ナイトクラブその他設備を設けて客にダンス

をさせ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建

築物（前号に該当する営業を営むものを除く。）

（３）ダンスホールその他設備を設けて客にダンス

をさせる営業（客にダンスを教授するための営

業のうちダンスを教授する者が客にダンスを教

授する場合にのみ客にダンスをさせる営業を除

く。）を営む建築物

風俗営業等
の規制及び
業務の適正
化等に関す
る法律の改
正に伴う変
更 
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地 

区 

整 

備 

計 

画 

そ
の
２

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

建築物等の用途の

制限

２．建築物の１階及び２階部分に次に掲げる用途以

外の建築物を建築してはならない。

（１）店舗、飲食店

（２）劇場、映画館、演芸場又は観覧場

（３）学校、図書館、博物館、美術館、展示場その

他これらに類するもの

（４）上記に掲げる用途に付属するもの

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地区の区分
名 称 駅前北街区① 駅前北街区② 駅前北街区① 駅前北街区②

面 積 約０．２ｈａ 約０．９ｈａ 約０．２ｈａ 約０．９ｈａ

建築物等の用途の

制限

 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律第２条第１項第１号から第６号に規定する風俗営

業及び同条第６項第１号から第５号に規定する店舗

型性風俗特殊営業を営む建築物は建築してはならな

い。

 また、駅前に立地することがふさわしい建築物と

して、６００㎡を超える敷地に建築物を建築する場

合は、交通広場及び都市計画道路に面する１階部分

に店舗、飲食店を建築しなければならない。

１．次に掲げる建築物は建築してはならない。 

（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

る法律第２条第１項第１号から第３号に規定す

る風俗営業及び同条第６項第１号から第５号に

規定する店舗型性風俗特殊営業を営む建築物

（２）ナイトクラブその他設備を設けて客にダンス

をさせ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建

築物（前号に該当する営業を営むものを除く。）

（３）ダンスホールその他設備を設けて客にダンス

をさせる営業（客にダンスを教授するための営

業のうちダンスを教授する者が客にダンスを教

授する場合にのみ客にダンスをさせる営業を除

く。）を営む建築物

２．駅前に立地することがふさわしい建築物として、

６００㎡を超える敷地に建築物を建築する場合

は、交通広場及び都市計画道路に面する１階部分

に店舗、飲食店を建築しなければならない。

風俗営業等
の規制及び
業務の適正
化等に関す
る法律の改
正に伴う変
更 

１６４



地 

区 

整 

備 

計 

画 

そ
の
３

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地区の区分

名 称

幹線
道路
沿道
地区

駅前線
沿道
地区

防災
生活
道路
沿道
地区

駅前
周辺
地区
①

駅前
周辺
地区
②

駅前
周辺
地区
③

住宅
地区

幹線
道路
沿道
地区

駅前線
沿道
地区

防災
生活
道路
沿道
地区

駅前
周辺
地区
①

駅前
周辺
地区
②

駅前
周辺
地区
③

住宅
地区

面 積
約

０．９
ｈａ

約
１．１
ｈａ

約
１．９
ｈａ

約
０．５
ｈａ

約
０．１
ｈａ

約
０．２
ｈａ

約
３．２
ｈａ

約
０．９
ｈａ

約
１．１
ｈａ

約
１．９
ｈａ

約
０．５
ｈａ

約
０．１
ｈａ

約
０．２
ｈａ

約
３．２
ｈａ

建築物等の用途の

制限

 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第６項

第１号から第５号に規定する店舗型性風俗特殊営業

を営む建築物は建築してはならない。

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する
法律第２条第１項に規定する風俗営業及び同条
第６項第１号から第５号に規定する店舗型性風
俗特殊営業を営む建築物 

２．ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスを
させ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建築物
（前号に該当する営業を営むものを除く。）

３．ダンスホールその他設備を設けて客にダンスを
させる営業（客にダンスを教授するための営業の
うちダンスを教授する者が客にダンスを教授す
る場合にのみ客にダンスをさせる営業を除く。）
を営む建築物

風俗営業等
の規制及び
業務の適正
化等に関す
る法律の改
正に伴う変
更 

地
区
整
備
計
画
そ
の
３
の
１ 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分
名 称 

幹線道路沿道地区

(補助138号線沿道)

地域幹線道路 
沿道地区 

(旧日光街道沿道)
住宅地区 

幹線道路沿道地区

(補助 138 号線沿道)

地域幹線道路 
沿道地区 

(旧日光街道沿道)
住宅地区 

面 積 約０．５ｈａ 約０．８ｈａ 約２．４ｈａ 約０．５ｈａ 約０．８ｈａ 約２．４ｈａ

建築物等の用途の 

制限 

 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第６項

第１号から第５号に規定する店舗型性風俗特殊営業

を営む建築物は建築してはならない。

次に掲げる建築物は建築してはならない。 
１．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第２条第１項に規定する風俗営業及び同条
第６項第１号から第５号に規定する店舗型性風
俗特殊営業を営む建築物 

２．ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスを
させ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建築物
（前号に該当する営業を営むものを除く。）

３．ダンスホールその他設備を設けて客にダンスを
させる営業（客にダンスを教授するための営業の
うちダンスを教授する者が客にダンスを教授す
る場合にのみ客にダンスをさせる営業を除く。）
を営む建築物

風俗営業等
の規制及び
業務の適正
化等に関す
る法律の改
正に伴う変
更 
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地 

区 

整 

備 

計 

画 

そ
の
４ 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区

分 

名 称 
幹線道路沿道地区

(補助138号線沿道)

地域幹線道路 
沿道地区 

(旧日光街道沿道)
住宅地区 

幹線道路沿道地区

(補助 138 号線沿道)

地域幹線道路 
沿道地区 

(旧日光街道沿道)
住宅地区 

面 積 約０．７ｈａ 約０．８ｈａ 約２．９ｈａ 約０．７ｈａ 約０．８ｈａ 約２．９ｈａ

建築物等の用途の 

制限 

 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第６項

第１号から第５号に規定する店舗型性風俗特殊営業

を営む建築物は建築してはならない。 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 
１．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第２条第１項に規定する風俗営業及び同条
第６項第１号から第５号に規定する店舗型性風
俗特殊営業を営む建築物 

２．ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスを
させ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建築
物（前号に該当する営業を営むものを除く。）

３．ダンスホールその他設備を設けて客にダンスを
させる営業（客にダンスを教授するための営業
のうちダンスを教授する者が客にダンスを教授
する場合にのみ客にダンスをさせる営業を除
く。）を営む建築物

風俗営業等
の規制及び
業務の適正
化等に関す
る法律の改
正に伴う変
更 
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第１号議案 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の改正に伴う地区計画変更 

１－14 東京都市計画地区計画中川一丁目南地区地区計画の変更（足立区決定）について 

上記の議案を提出する。 

平成２８年６月２９日 

提 出 者  足 立 区 長  近 藤  弥 生 

本地区計画の内容を、別添計画図書のとおり変更する。 

（提案理由） 

 東京都市計画地区計画中川一丁目南地区地区計画を変更するにあたり、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項にお

いて準用する同法第１９条第１項の規定に基づき、足立区都市計画審議会の議を経る必要があるため、提案する。 
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都市計画の案の理由書 

１．種類・名称 

東京都市計画地区計画  

中川一丁目南地区地区計画 

２．理 由 

 中川一丁目南地区は、東京都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針において、都市環境再生ゾーンに位置付けられている。

また足立区都市計画マスタープランにおいて、緑と街並みが調和したまちづくりを進めるとともに、生産環境と生活環境が調和するよ

う地区計画等による誘導を図る必要があるとされている。 

本地区は、安全で快適な都市型住宅を供給するとともに、防災性の向上、交通環境、自然環境に配慮し、地域にとって利便性の高い

賑わいのある複合市街地の形成を図るため、平成 16 年に地区計画が策定された。 

本地区計画では、地区整備計画に定める建築物等の用途の制限において、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

23 年法律第 122 号。以下「風営法」という。）第２条第１項に基づく風俗営業を規制している。 

平成 27 年６月 24 日に風営法の一部が改正され、客にダンスをさせる営業の一部が風俗営業から除外される等の変更がされたが、引

き続き地区整備計画に定める用途の制限を行う必要があるため、地区計画の変更を行うものである。 
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東京都市計画地区計画の変更（足立区決定） 

都市計画中川一丁目南地区地区計画を次のように変更する。 

名        称 中川一丁目南地区地区計画 

 位 置※ 足立区中川一丁目地内〔葛飾区亀有三丁目地内〕 

 面 積※ 約 ２．３ｈａ〔約 ６．９ｈａ〕 

 亀有駅の東側に位置する本地区内には大規模な工場跡地開発があり、適切な土地利用転換が必要とされている。本地区は、足

立区都市計画マスタープランにおいて住環境整備地域に位置づけられている。さらに、足立区地区環境整備計画では大規模土地

利用整備地区に位置づけられ、工場跡地の大規模な土地利用を都市整備の観点から調整を図り、周辺住宅地の環境整備に寄与す

るように都市基盤の整備を行い、土地利用転換を適正に誘導することとしている。 

 地区南西に隣接する葛飾区亀有駅東地区地区計画との整合を図り、安全で快適な都市型住宅を供給するとともに、防災性の向

上、交通環境、自然環境に配慮し、地域にとって利便性の高い賑わいのある複合市街地の形成を図る。 

 地 区 計 画 の 目 標           

区 

域 

の 

整 

備 

・ 

開 

発 

及 

び 

保 

全 

に 

関 

す 

る 

方 

針 

土 地 利 用 の 方 針             土地利用転換に合わせて亀有駅前との回遊性を確保し、周辺の居住環境に十分に配慮した魅力ある複合市街地の形成を図るた

め、商業・業務・文化・アミューズメント機能、都市型住宅等の複合機能の導入を図る。 

地区施設の整備の方針   亀有駅前と中川周辺との歩行者の利便性に配慮するとともに、古隅田川水路敷に緑を多く配置し、中川につながる水と緑のネ

ットワークを形成する。また、大規模工場跡地の土地利用転換に合わせて適切な区画道路、公園及び快適な歩行者空間を確保す

るための歩道状空地を適正に配置し整備する。 

建築物等の整備の方針  良好な街並みの形成を図るため、「建築物等の用途の制限」、「壁面の位置の制限」及び「建築物等の形態又は色彩その他の

意匠の制限」を定める。また、複合地区Ａは、公共施設の整備状況と当該地区整備計画の区域の特性に応じた「建築物の容積率

の最高限度」を定める。さらに、敷地の細分化を防止するため、「建築物の敷地面積の最低限度」を定める。 
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地 

区 

整 

備 

計 

画 

地 

区 

施 

設 

の 

配 

置 

及 

び 

規 

模 

道    路 
名 称 幅 員 延 長 備 考 〔名 称〕 〔幅 員〕 〔延 長〕 〔備 考〕 

区画道路１号※ － － － 〔区画道路１号※〕 〔18.0～21.0ｍ〕 〔約 40ｍ〕 〔拡幅〕 

区画道路２号※ － － － 〔区画道路２号※〕 〔 9.5～13.0ｍ〕 〔約150ｍ〕 〔拡幅〕 

区画道路３号※ － － － 〔区画道路３号※〕 〔9.5ｍ〕 〔約 90ｍ〕 〔拡幅〕 

区画道路４号 7.0ｍ 約  30ｍ 新設 〔区画道路４号〕 〔7.0ｍ〕 〔約 30ｍ〕 〔新設〕 

区画道路５号 7.0ｍ 約  90ｍ 新設 〔区画道路５号〕 〔7.0ｍ〕 〔約270ｍ〕 〔新設〕 

区画道路６号 4.5ｍ 約 230ｍ 新設 〔区画道路６号〕 〔 － 〕 〔 － 〕 〔 － 〕 

名   称 面    積 備 考 〔名   称〕 〔面    積〕 〔備 考〕 
公    園 

公園１号 － － 〔公園１号〕 〔約 1,500㎡〕 〔新設〕 

公園２号 約  600㎡ 新設 〔公園２号〕 〔約  400㎡〕 〔新設〕 

公園３号 約  300㎡ 新設 〔公園３号〕 〔 － 〕 〔 － 〕 

公園４号 約  460㎡ 新設 〔公園４号〕 〔 － 〕 〔 － 〕 

その他の公共空地 
名   称 幅  員 延 長 備 考 〔名   称〕 〔幅  員〕 〔延 長〕 〔備 考〕 

歩道状空地１号 2.5ｍ 約  90ｍ 新設 〔歩道状空地１号〕 〔2.5ｍ〕 〔約560ｍ〕 〔新設〕 

歩道状空地２号 2.5ｍ 約  50ｍ 新設 〔歩道状空地２号〕 〔2.5ｍ〕 〔約120ｍ〕 〔新設〕 

歩道状空地３号 1.5ｍ 約 350ｍ 新設 〔歩道状空地３号〕 〔1.5ｍ〕 〔約  5ｍ〕 〔新設〕 

歩道状空地４号 6.0ｍ 約 120ｍ 新設 〔歩道状空地４号〕 〔6.0ｍ〕 〔約 20ｍ〕 〔新設〕 
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地 

区 

整 

備 

計 

画 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

地区の

区 分

名 称 複合地区Ａ 複合地区Ｂ 

面 積 約 ０．３ｈａ 約 ２．０ｈａ 

建築物等の用途の

制限 

   ※ 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第

１項第２号から第５号までに掲げる営業の用に供する建築物

２．壁面の位置の制限を定めた道路に面する部分で、１階を居住

の用に供する（階段及び玄関を除く）建築物 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２

条第１項各号に掲げる営業の用に供する建築物 

２．ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスをさせ、か

つ、客に飲食をさせる営業の用に供する建築物（前号に

該当する営業を営むものを除く。） 

３．ダンスホールその他設備を設けて客にダンスをさせる営

業（客にダンスを教授するための営業のうちダンスを教

授する者が客にダンスを教授する場合にのみ客にダン

スをさせる営業を除く。）の用に供する建築物 

４．ボーリング場、スケート場、水泳場その他それらに類す

るもの 

５．劇場、映画館、演芸場又は観覧場 

建築

物の

容積

率の

最高

限度

 ※

当該地区整備

計画の区域の

特性に応じた

容積率の最高

限度 

当該地区計画の内容に適合し、かつ特定行政庁が交通上、安全

上、防火上及び衛生上支障がないと認めた場合（建築基準法第６

８条の４第１項に基づく認定）は、下記の容積率を適用する。 ― 

３０／１０ 

公共施設の整

備の状況に応

じた容積率の

最高限度 

２０／１０ ― 

建築物の敷地面積

の最低限度 

２００㎡とする。 

ただし、区長が良好な居住環境を害するおそれがないと認めたものについては、この限りでない。 

壁面の位置の制限 建築物の外壁又はこれに代わる柱は、計画図に示す壁面の位置の制限を超えて建築してはならない。 

建築物等の形態又

は色彩その他の意

匠の制限 

複合地区Ａの建築物等の意匠及び色彩は、魅力ある都市景観の形成に配慮するものとする。 

 複合地区Ｂの建築物の屋根又は外壁の色彩は、良好な居住環境にふさわしい落ち着いた色合いとする。 

複合地区Ａ、Ｂの屋外広告物は、地区の良好な美観、風致などを考慮したものとし、災害時の安全性を確保するため腐朽又は

破損しやすい材料を使用しないものとする。 

 ※は知事協議事項 

「区域、地区施設の配置及び壁面の位置の制限については、計画図表示のとおり」 

理 由：「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」の改正に伴い表記上の整合を図るため、地区計画を変更する。 

参 考：〔   〕内は隣接する亀有駅東地区地区計画［葛飾区決定］の内容 
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変 更 概 要（ 部分が変更あるいは追加の部分） 

名 称 中川一丁目南地区地区計画 

位 置 足立区中川一丁目地内〔葛飾区亀有三丁目地内〕 

面 積 約 ２．３ｈａ〔約 ６．９ｈａ〕 

事 項 旧 新 摘 要 
区 
域 
の 
整 
備 
・ 
開 
発 
及 
び 

保 
全 
に 
関 
す 
る 
方 
針 

建築物等の整備の

方針 

良好な街並みの形成を図るため、「建築物の用途の

制限」、「壁面の位置の制限」及び「建築物等の形態

又は意匠の制限」を定める。また、複合地区Ａは、公

共施設の整備状況と区域の特性に応じた「建築物の容

積率の最高限度」を定める。さらに、敷地の細分化を

防止するため、「建築物の敷地面積の最低限度」を定

める。 

良好な街並みの形成を図るため、「建築物等の用途の

制限」、「壁面の位置の制限」及び「建築物等の形態又

は色彩その他の意匠の制限」を定める。また、複合地区

Ａは、公共施設の整備状況と当該地区整備計画の区域の

特性に応じた「建築物の容積率の最高限度」を定める。

さらに、敷地の細分化を防止するため、「建築物の敷地

面積の最低限度」を定める。 

文言の精査

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

地区の

区 分

名称 複合地区Ａ 複合地区Ｂ 複合地区Ａ 複合地区Ｂ 

面積 約 ０．３ｈａ 約 ２．０ｈａ 約 ０．３ｈａ 約 ２．０ｈａ 

建築物等の用途

の制限     

1)風俗営業等の規制及び

業務の適正化等に関する

法律第２条第１項第５号

から第８号までに掲げる

営業の用に供する建築物

を建築してはならない。

2)壁面の位置の制限を定

めた道路に面する部分

で、１階を居住の用に供

する（階段及び玄関を除

く）建築物を建築しては

ならない。

1)風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律

第２条第１項各号に掲げる

営業の用に供する建築物を

建築してはならない。 

2)ボーリング場、スケート

場、水泳場その他それらに

類するものを建築してはな

らない。 

3)劇場、映画館、演芸場又は

観覧場を建築してはならな

い。 

次に掲げる建築

物は建築してはな

らない。 

１．風俗営業等の

規制及び業務の

適正化等に関す

る法律第２条第

１項第２号から

第５号までに掲

げる営業の用に

供する建築物 

２．壁面の位置の

制限を定めた道

路に面する部分

で、１階を居住の

用に供する（階段

及び玄関を除く）

建築物 

次に掲げる建築物は建築してはな

らない。 

１．風俗営業等の規制及び業務の適正

化等に関する法律第２条第１項各号

に掲げる営業の用に供する建築物 

２．ナイトクラブその他設備を設け

て客にダンスをさせ、かつ、客に飲

食をさせる営業の用に供する建築

物（前号に該当する営業を営むもの

を除く。） 

３．ダンスホールその他設備を設けて

客にダンスをさせる営業（客にダン

スを教授するための営業のうちダ

ンスを教授する者が客にダンスを

教授する場合にのみ客にダンスを

させる営業を除く。）の用に供する

建築物 

４．ボーリング場、スケート場、水泳

場その他それらに類するもの 

５．劇場、映画館、演芸場又は観覧場

風俗営業等

の規制及び

業務の適正

化等に関す

る法律の改

正に伴う変

更 
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地 
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整 

備 

計 

画 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 
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建築

物の

容積

率の

最高

限度

当該地区

整備計画

の区域の

特性に応

じた容積

率の最高

限度 

当該地区計画の内容に適

合し、かつ特定行政庁が交

通上、安全上、防火上及び

衛生上支障がないと認め

た場合（建築基準法第６８

条の４第１項に基づく認

定）は、下記の容積率を適

用する。 

― 

当該地区計画の内

容に適合し、かつ

特定行政庁が交通

上、安全上、防火

上及び衛生上支障

がないと認めた場

合（建築基準法第

６８条の４第１項

に基づく認定）は、

下記の容積率を適

用する。 

― 

文言の精査 

３０／１０ ３０／１０ 

公共施設

の整備の

状況に応

じた容積

率の最高

限度 

（略） ― （略） ― 

建築物等の形態

又は色彩その他

の意匠の制限 

 複合地区Ａの建築物等の意匠及び色彩は、魅力ある都

市景観の形成に配慮するものとする。 

  複合地区Ｂの建築物の屋根又は外壁の色彩は、良好な

居住環境にふさわしい落ち着いた色合いとする。 

 複合地区Ａ、Ｂの屋外広告物は、地区の良好な美観、

風致などを考慮したものとし、災害時の安全性を確保す

るため腐朽又は破損しやすい材料を使用しないものと

する。 

 複合地区Ａの建築物等の意匠及び色彩は、魅力ある都市

景観の形成に配慮するものとする。 

  複合地区Ｂの建築物の屋根又は外壁の色彩は、良好な居

住環境にふさわしい落ち着いた色合いとする。 

 複合地区Ａ、Ｂの屋外広告物は、地区の良好な美観、風

致などを考慮したものとし、災害時の安全性を確保する

ため腐朽又は破損しやすい材料を使用しないものとす

る。 

文言の精査 
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第１号議案 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の改正に伴う地区計画変更 

１－15 東京都市計画地区計画千住三丁目地区地区計画の変更（足立区決定）について 

上記の議案を提出する。 

平成２８年６月２９日 

提 出 者  足 立 区 長  近 藤  弥 生 

本地区計画の内容を、別添計画図書のとおり変更する。 

（提案理由） 

 東京都市計画地区計画千住三丁目地区地区計画を変更するにあたり、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項におい

て準用する同法第１９条第１項の規定に基づき、足立区都市計画審議会の議を経る必要があるため、提案する。 
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都市計画の案の理由書 

１．種類・名称 

東京都市計画地区計画  

千住三丁目地区地区計画 

２．理 由 

 千住三丁目地区は、東京都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針において、センター・コア再生ゾーンに位置付けられて

いる。また千住三丁目地区を含む千住地域は、足立区都市計画マスタープランにおいて、足立区の広域拠点として土地の高度利用や都

市機能の更新を進め、商業・業務・文化・情報サービス機能等の複合的な導入や、快適な居住環境の整備に努めていくこととされてい

る。 

本地区は、定住性の高い住宅施設の立地を促進するとともに、足立区の表玄関にふさわしい良質で魅力ある都市空間を創出するため、

平成 18 年に地区計画が策定された。 

本地区計画では、地区整備計画に定める建築物等の用途の制限において、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

23 年法律第 122 号。以下「風営法」という。）第２条第１項に基づく風俗営業を規制している。 

平成 27 年６月 24 日に風営法の一部が改正され、客にダンスをさせる営業の一部が風俗営業から除外される等の変更がされたが、引

き続き地区整備計画に定める用途の制限を行う必要があるため、地区計画の変更を行うものである。 
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東京都市計画地区計画の変更（足立区決定） 

都市計画千住三丁目地区地区計画を次のように変更する。 

名 称 千住三丁目地区地区計画 

位 置※ 足立区千住二丁目、千住三丁目及び千住四丁目各地内 

面 積※ 約１１．４ ha 

地区計画の目標 

足立区における中心市街地に位置付けられている本地区において、定住性の高い住宅施設の立地を促進するとともに、

足立区の表玄関にふさわしい良質で魅力ある都市空間を創出するため、過密市街地の環境改善と都市機能の更新を誘導

していく。そのため、用途別容積型地区計画を活用し、活気と賑わいを育む商業・業務施設と定住性の高い居住環境と

の共存を一体的に推進する。また、壁面後退等による歩行者空間・電線類の地中化へ向けた空間や、通路機能の確保に

努め、安全で利便性の高い回遊性のある歩行者ネットワークの拡充を目指す。 

千住宿として栄えた歴史・文化的資源に配慮した魅力ある沿道景観の充実を図り、周辺への波及効果と中心市街地のま

ちづくりの牽引に資するまちづくりを総合的、一体的に推進する。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 北千住駅西口の都市基盤整備と都市機能集積を高め、広域的商業・業務機能と定住性の高い都市型住宅の充実を図り、

良質で魅力ある市街地環境の形成に向けた土地利用を段階的に誘導する。また、地区の骨格となる道路については、壁面

後退等による歩道・緑化空間の整備を進めるとともに、潤いやゆとりある生活空間の創出を図る。 

1.駅前通り地区

 活力ある駅前通りと延焼遮断帯としての機能を更新するため、大規模建築物を誘導し立体複合用途の土地利用を促進

する。また、壁面後退等による利便性の高い歩行者空間の形成を図る。 

2.商業・業務地区

 建築物の共同化等による高度利用により定住人口の増大を図り、活気と賑わいのある商業機能の集積を図る。また、

壁面後退等による歩行者空間・電線類の地中化へ向けた空間や、通路機能の確保に努めるとともに、旧日光街道沿道と

しての歴史性の演出やデザインの工夫により景観に配慮する。 

3.駅前地区

 建築物の中高層化や共同化による高度利用により、定住人口の増大を図るとともに、駅前として魅力ある街並みの形

成を図る。特に、低層階部分に活力ある商業・業務機能、上層階は住宅機能を促進し、立体複合用途の土地利用を誘導

する。また、壁面後退等による歩行者空間・電線類の地中化へ向けた空間や、通路機能の確保に努め、良好な都市空間

の形成を図る。 

4.近隣商業地区

建築物の共同・協調による建替えを促進し、定住性と生活利便性の高い土地利用の促進を図る。また、壁面後退等

による歩行者空間・緑化空間の確保に努める。 

建築物等の整備の方針 整った良好な街並みの形成と定住人口の回復を図るため、建築物等の用途の制限、建築物の容積率の最高限度、建築

物の容積率の最低限度、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、壁面後退区域における工作物の設置の制限、

建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限、垣又はさくの構造の制限を定める。また、容積率算定における壁面後退

によって創出された部分を敷地内通路として整備し、安全で快適な歩行者空間を確保する。 
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地
区
整
備
計
画 

位 置 足立区千住二丁目、千住三丁目及び千住四丁目各地内

面 積 約 ４．７ ha 

地区の区分 
名 称 駅前通り地区 商業・業務地区 駅前地区 近隣商業地区 

面 積 約０．７ｈａ 約１．０ｈａ 約１．５ｈａ 約１．５ｈａ 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物等の用途の制限
※ 

１ 次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。  
(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律第 2 条第 1 項第 1 号から第 3 号に規定する｢風俗
営業｣を営む建築物及び同条第6項に規定する｢店舗
型性風俗特殊営業｣を営む建築物 

(2) ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスをさ
せ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建築物（前号
に該当する営業を営むものを除く。） 

(3) ダンスホールその他設備を設けて客にダンスをさ
せる営業（客にダンスを教授するための営業のうちダ
ンスを教授する者が客にダンスを教授する場合にの
み客にダンスをさせる営業を除く。）を営む建築物 

(4) 共同住宅で住戸の床面積が 22 ㎡未満のもの 

２ 計画図 2 に示す道路Ａに接する敷地においては、建
築物の 1階部分で、道路Ａに面する部分の主たる用途を
次に掲げる用途以外の建築物は建築してはならない。 

イ 店舗、飲食店 
ロ 診療所、病院 
ハ 児童福祉施設等その他これらに類するもの 
ニ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 
ホ 公益上必要な建築物 
ヘ ホテル又は旅館 
ト 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律第 2 条第 1 項第 4 号及び第 5 号に規定する｢風俗
営業｣を営む建築物 

ただし、次の各号に該当する場合は、この限りでない。 
(1)住宅 
(2)敷地の形態上及び、建築物の安全上やむを得ないと
区長が認めたもの 

１ 次の各号に掲げる建築物は建築しては
ならない。  

(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化
等に関する法律第 2 条第 1 項第 2 号及
び第 3 号に規定する｢風俗営業｣を営む
建築物及び同条第6項に規定する｢店舗
型性風俗特殊営業｣を営む建築物 

(2) 共同住宅で住戸の床面積が 22㎡未満
のもの 

２ 計画図 2 に示す道路Ａに接する敷地に
おいては、建築物の 1 階部分で、道路Ａ
に面する部分の主たる用途を次に掲げる
用途以外の建築物は建築してはならな
い。 
イ 店舗、飲食店 
ロ 診療所、病院 
ハ 児童福祉施設等その他これらに類す

るもの 
ニ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 
ホ 公益上必要な建築物 
へ ホテル、旅館 
ト 風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律第2条第1項第4号及
び第 5 号に規定する｢風俗営業｣を営
む建築物 

ただし、次の各号に該当する場合は、
この限りでない。 
(1)住宅 
(2)敷地の形態上及び、建築物の安全上
やむを得ないと区長が認めたもの 

次の各号に掲げ
る建築物は建築し
てはならない。  
(1) 風俗営業等の
規制及び業務の
適正化等に関す
る法律第2条第1
項第2号及び第3
号 に 規 定 す る
「風俗営業」を
営む建築物及び
同条第 6 項に規
定する｢店舗型
性 風 俗 特 殊 営
業｣を営む建築
物 

(2) 共同住宅で住
戸の床面積が 22
㎡未満のもの 
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の容積率の 

最高限度 ※ 

― 

１ 計画図2に示す道路Ａに接する敷地における
建築物の容積率の最高限度は以下のとおりと
する。また、次の各号において、「住宅等」と
は、住宅、共同住宅、寄宿舎又は下宿とする。

(1) 建築物の全部、又は一部（いずれも 1階部
分を除く）を住宅等の用途に供し、かつ、計
画図 2 に示すＸ－Ｘ´方向の敷地境界線から
4ｍ以上、Ｙ－Ｙ´方向の敷地境界線から 2ｍ
以上、壁面の位置（建築物の外壁又はこれに
代わる柱の面の位置）を後退した建築物の容
積率の最高限度は次の算定方法による。ただ
し、1 階部分はすべて住宅等以外の用途に供
する部分として計算する。 

Ｎ≦1.5Ａ かつ Ｎ＝Ｕ+Ｒ 
Ｎ：建築物全体の容積率 
Ａ：用途地域に関する都市計画により定めら

れた容積率（以下｢指定容積率｣という）
Ｕ：住宅等以外の用途に供する部分の容積率
Ｒ：住宅等の用途に供する部分の容積率 

(Ｒ＝1.5(Ａ-Ｕ)) 

なお、壁面後退区域については、通路とし
て整備し、門、へい、広告物、看板等の工作
物を設置してはならない。 

(2) 建築物の全部を住宅等以外の用途のみに供
する建築物及び、(1)の適用を受けない建築物
に係る容積率の最高限度は指定容積率とす
る。 

２ 建築基準法第 59 条の 2 の規定に基づき特定
行政庁の許可を受けた建築物は、上記の規定は
適用しない。 

１ 計画図2に示す道路Ａに接する敷地における
建築物の容積率の最高限度は以下のとおりと
する。また、次の各号において、「住宅等」と
は、住宅、共同住宅、寄宿舎又は下宿とする。 

(1) 建築物の全部、又は一部（いずれも 1階部
分を除く）を住宅等の用途に供し、かつ、計
画図 2 に示すＸ－Ｘ´方向の敷地境界線から
4ｍ以上、Ｙ－Ｙ´方向の敷地境界線から 2ｍ
以上、壁面の位置（建築物の外壁又はこれに
代わる柱の面の位置）を後退した建築物の容
積率の最高限度は次の算定方法による。ただ
し、1 階部分はすべて住宅等以外の用途に供
する部分として計算する。 

Ｎ≦1.3Ａ かつ Ｎ＝Ｕ+Ｒ 
Ｎ：建築物全体の容積率 
Ａ：用途地域に関する都市計画により定めら

れた容積率（以下｢指定容積率｣という） 
Ｕ：住宅等以外の用途に供する部分の容積率 
Ｒ：住宅等の用途に供する部分の容積率 

(Ｒ＝1.3(Ａ-Ｕ)) 

なお、壁面後退区域については、通路とし
て整備し、門、へい、広告物、看板等の工作
物を設置してはならない。 

(2) 建築物の全部を住宅等以外の用途のみに供
する建築物及び、(1)の適用を受けない建築物
に係る容積率の最高限度は指定容積率とす
る。 

２ 建築基準法第 59 条の 2 の規定に基づき特定
行政庁の許可を受けた建築物は、上記の規定は
適用しない。 
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の容積率の 

最低限度 

― 

計画図 2に示す道路Ａに接する敷地における建築物の容積率の最低限度は 10／10 とする。 

ただし、次の各号に該当する場合は、この限りでない。 

(1) 住宅、共同住宅、寄宿舎又は下宿以外の用途のみに供するもの 

(2) 土地の高度利用を図ることが用途上困難なもの又は構造上やむを得ないと区長が認めたも

の 

建築物の敷地面積の 

最低限度 

83 ㎡とする。 

ただし、当該地区計画の都市計画決定の告示日において、83 ㎡未満の土地で、現に建築物の敷地として使用されている

土地、又は現に存ずる所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地とし、かつ、その全部を一の敷地として使用する場合

においては、当該敷地面積を敷地面積の最低限度とする。 

壁面の位置の制限 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距離は、計画図 2に示す数値以上とする。 

ただし、区長が敷地の形態上やむを得ないと認めた場合は、この限りでない。 

壁面後退区域における 

工作物の設置の制限 

壁面後退区域（計画図 2に示す道路Ｂに面する壁面後退区域を除く）については、門、へい、広告物、看板等の通行の

妨げとなるような工作物を設置してはならない。 

ただし、次の各号に該当する場合は、この限りでない。 

(1) 電線類等の地中化に伴う変圧器、車止め等、公益上必要なもの 

(2) 外壁を利用する平板看板 

(3) 前面道路の路面の中心からの高さが 2.5ｍを超えるもの 

建築物等の形態又は 

色彩その他の意匠の

制限 

次の各号に示すとおりとする。 

(1) 計画図 2に示す道路Ａに接する敷地においては、建築物の１階で、道路Ａに面する部分は、商店街として連続性を

もった外観とする。ただし、住宅はこの限りでない。 

(2) 建築物の形態、意匠、色彩等については、周辺環境及び都市景観、並びに歴史的資源に配慮したものとする。 

(3) 屋外広告物は、地区の良好な景観・風致を損なう恐れのないものとする。 

垣又はさくの構造の

制限 

地区内の環境の向上に配慮し、道路に面した部分の宅地内民間緑化を促進するため、道路に面して設ける垣又はさくの

構造は、生け垣又はフェンスとし、これらの併用はさまたげない。ただし、コンクリートブロック造、鉄筋コンクリート

造及びこれらに類する構造の部分の高さが前面道路中心から 0.6ｍ以下のもの又は、法令等の制限上やむを得ないものに

ついてはこの限りでない。 

※は知事協議事項 

「区域及び地区の区分、壁面の位置の制限は、計画図表示のとおり」 

理 由：「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」の改正に伴い表記上の整合を図るため、地区計画を変更する。 
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変 更 概 要（ 部分が変更あるいは追加の部分） 

名 称  千住三丁目地区地区計画 

位 置  足立区千住二丁目、千住三丁目及び千住四丁目各地内 

面 積  約１１．４ ha 

事 項 旧 新 摘 要 

地
区
整
備
計
画 

地区の区分
名 称 駅前通り地区 商業・業務地区 駅前通り地区 商業・業務地区 

面 積 約０．７ｈａ 約１．０ｈａ 約０．７ｈａ 約１．０ｈａ 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物等の用途の
制限 

１ 次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。 
(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第2条第1項第1号から第6号に規定する｢風
俗営業｣を営む建築物及び同条第 6 項に規定する
｢店舗型性風俗特殊営業｣を営む建築物 

(2) 共同住宅で住戸の床面積が 22 ㎡未満のもの 

２ 計画図 2に示す道路Ａに接する敷地においては、建
築物の 1階部分で、道路Ａに面する部分の主たる用途
を次に掲げる用途以外の建築物は建築してはならな
い。 

イ～ヘ （略） 
ト 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第2条第1項第7号及び第8号に規定する｢風
俗営業｣を営む建築物 

ただし、次の各号に該当する場合は、この限りでない。
(1)住宅 
(2)敷地の形態上及び、建築物の安全上やむを得ない
と区長が認めたもの 

１ 次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。 
(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第2条第1項第1号から第3号に規定する｢風
俗営業｣を営む建築物及び同条第 6 項に規定する
｢店舗型性風俗特殊営業｣を営む建築物 

(2) ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスを
させ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建築物
（前号に該当する営業を営むものを除く。） 

(3) ダンスホールその他設備を設けて客にダンスを
させる営業（客にダンスを教授するための営業の
うちダンスを教授する者が客にダンスを教授す
る場合にのみ客にダンスをさせる営業を除く。）
を営む建築物 

(4) 共同住宅で住戸の床面積が 22 ㎡未満のもの 

２ 計画図 2に示す道路Ａに接する敷地においては、建
築物の 1階部分で、道路Ａに面する部分の主たる用途
を次に掲げる用途以外の建築物は建築してはならな
い。 

イ～ヘ （略） 
ト 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第2条第1項第4号及び第5号に規定する｢風
俗営業｣を営む建築物 

ただし、次の各号に該当する場合は、この限りでない。
(1)住宅 
(2)敷地の形態上及び、建築物の安全上やむを得ない
と区長が認めたもの 

風俗営業等

の規制及び

業務の適正

化等に関す

る法律の改

正に伴う変

更 
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地
区
整
備
計
画 

地区の区分
名 称 駅前地区 駅前地区 

面 積 約１．５ｈａ 約１．５ｈａ 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物等の用途の
制限 

１ 次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。 
(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第2条第1項第5号及び第6号に規定する｢風
俗営業｣を営む建築物及び同条第 6 項に規定する
｢店舗型性風俗特殊営業｣を営む建築物 

(2) 共同住宅で住戸の床面積が 22 ㎡未満のもの 

２ 計画図 2に示す道路Ａに接する敷地においては、建
築物の 1階部分で、道路Ａに面する部分の主たる用途
を次に掲げる用途以外の建築物は建築してはならな
い。 

イ～ヘ （略） 
ト 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第2条第1項第7号及び第8号に規定する｢風
俗営業｣を営む建築物 

ただし、次の各号に該当する場合は、この限りでな
い。 
(1)住宅 
(2)敷地の形態上及び、建築物の安全上やむを得ない
と区長が認めたもの 

１ 次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。 
(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第2条第1項第2号及び第3号に規定する｢風
俗営業｣を営む建築物及び同条第 6 項に規定する
｢店舗型性風俗特殊営業｣を営む建築物 

(2) 共同住宅で住戸の床面積が 22 ㎡未満のもの 

２ 計画図 2に示す道路Ａに接する敷地においては、建
築物の 1階部分で、道路Ａに面する部分の主たる用途
を次に掲げる用途以外の建築物は建築してはならな
い。 

イ～ヘ （略） 
ト 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第2条第1項第4号及び第5号に規定する｢風
俗営業｣を営む建築物 

ただし、次の各号に該当する場合は、この限りでな
い。 
(1)住宅 
(2)敷地の形態上及び、建築物の安全上やむを得ない
と区長が認めたもの 

風俗営業等

の規制及び

業務の適正

化等に関す

る法律の改

正に伴う変

更 

地
区
整
備
計
画 

地区の区分
名 称 近隣商業地区 近隣商業地区 

面 積 約１．５ｈａ 約１．５ｈａ 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

建築物等の用途の
制限 

次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。 
(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する
法律第 2条第 1項第 5号及び第 6号に規定する「風
俗営業」を営む建築物及び同条第6項に規定する｢店
舗型性風俗特殊営業｣を営む建築物 

(2) （略） 

次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。 
(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する
法律第 2条第 1項第 2号及び第 3号に規定する「風
俗営業」を営む建築物及び同条第6項に規定する｢店
舗型性風俗特殊営業｣を営む建築物 

(2) （略） 

風俗営業等

の規制及び

業務の適正

化等に関す

る法律の改

正に伴う変

更 
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第１号議案 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の改正に伴う地区計画変更 

１－16 東京都市計画地区計画千住旭町地区地区計画の変更（足立区決定）について 

上記の議案を提出する。 

平成２８年６月２９日 

提 出 者  足 立 区 長  近 藤  弥 生 

本地区計画の内容を、別添計画図書のとおり変更する。 

（提案理由） 

 東京都市計画地区計画千住旭町地区地区計画を変更するにあたり、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において

準用する同法第１９条第１項の規定に基づき、足立区都市計画審議会の議を経る必要があるため、提案する。 
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都市計画の案の理由書 

１．種類・名称 

東京都市計画地区計画  

千住旭町地区地区計画 

２．理 由 

 千住旭町地区を含む千住地域は、東京都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針において、センター・コア再生ゾーンに位

置付けられている。また足立区都市計画マスタープランにおいて、足立区の広域拠点として土地の高度利用や都市機能の更新を進め、

商業・業務・文化・情報サービス機能等の複合的な導入や、快適な居住環境の整備に努めていくこととされている。 

本地区は、下町情緒と新しい街並みとが調和する、安心して暮らせるまちの実現に向け、平成 20 年に地区計画が策定された。 

本地区計画では、地区整備計画に定める建築物等の用途の制限において、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

23 年法律第 122 号。以下「風営法」という。）第２条第１項に基づく風俗営業を規制している。 

平成 27 年６月 24 日に風営法の一部が改正され、客にダンスをさせる営業の一部が風俗営業から除外される等の変更がされたが、引

き続き地区整備計画に定める用途の制限を行う必要があるため、地区計画の変更を行うものである。 
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東京都市計画地区計画の変更（足立区決定）

都市計画千住旭町地区地区計画を次のように変更する。 

名 称 千住旭町地区地区計画 

  位 置 ※ 足立区千住旭町及び日ノ出町各地内 

  面 積 ※ 約 20.7 ha 

地区計画の目標 

本地区は、北千住駅東口駅前に広がり、足立区の顔である千住地域の一翼を担う地区である。特に駅周辺は、歩行者

や買物客が行き交う生活に根ざした商店街である学園通りを軸として、後背地には路地と木造住宅が多く、下町情緒が

残る地区である。 

本地区では、「千住旭町地区まちづくり計画」に示されたまちづくりの目標である「下町情緒と新しい街並みとが調

和する、安心して暮らせるまち」の実現に向け、既成市街地においては、「魅力的で賑わいのある商店街づくり」、「二

世代が居住可能な住まいづくり」、「緊急車両等の進入可能な空間の確保」や「下町情緒の残る路地的空間を活かしなが

ら燃えにくい建物づくり」を目指し、街並み誘導型地区計画や新たな防火規制を活用して、区民等のための歩行環境、

地区の防災性や安全性の向上を図る。 

駅至近に位置する大規模敷地においては、その土地利用転換を契機に、都市基盤施設の再編や土地の高度利用を図り、

区民等が交流するための施設や歩いて緑豊かに感じる通りの整備を行うとともに、駅周辺にふさわしい賑わい施設の核

となる近隣住民の利便に供する商業、業務等（低層部）や教育文化施設の誘導、イベント広場の整備や学園通りと一体

となった賑わい空間の創出を図る。 

この目標の実現のため、その開発においては、北千住駅東口周辺地区まちづくり構想・千住旭町地区まちづくり計画

に基づき作成された開発基本計画、景観ガイドラインに則り、周辺と調和した複合市街地の形成を目指す。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
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保
全
に
関
す
る
方
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土地利用の方針 

鉄道駅に近接している立地特性を踏まえて、地区にふさわしい交流や活気と賑わいのある土地利用を誘導するととも

に、地区の大半に広がる住宅地では、安全で安心できる魅力的な市街地の形成を図る。 

１．賑わい道路沿道地区（既成市街地ゾーン） 

北千住駅東口周辺地区の顔となる活気と賑わいを創出する商業地とするため、共同化を誘導するとともに、学
園通り沿道では歩行者や買い物客がゆったりと行き交うことのできる空間確保を図りながら地区のシンボルと
なる街並みを持った中高層の複合市街地を形成する。また、後背地の住環境を保全するため、住環境向上地区と
の調和を図る。 

２．賑わい誘導地区１（既成市街地ゾーン） 

駅に隣接する立地を活かし、細街路の整備とともに協調・共同化を誘導し土地の有効利用を図り、住商が共存
する中高層の複合市街地を形成する。 
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土地利用の方針 

３．賑わい誘導地区２（既成市街地ゾーン） 

駅へいたる賑わいの空間としてふさわしい住商が共存する中低層の複合市街地を形成する。 

４．幹線道路沿道地区（既成市街地ゾーン） 

幹線道路沿道にふさわしい土地利用を誘導し、延焼遮断帯としてふさわしい中高層の複合市街地を形成する。 

５．住環境向上地区（既成市街地ゾーン） 

細街路のネットワークづくりとあわせて土地の有効利用を段階的に誘導し、防災性の向上とともに新たな魅力
を持った中低層の住宅市街地を形成する。 

６．交流機能整備地区（大規模敷地ゾーン） 

大規模敷地の土地利用転換にあわせて地元商店街との共存を図りつつ、低層部には賑わいづくりの核となる近
隣住民の利便に供する商業、業務や教育文化施設等を整備し、駅前立地にふさわしい賑わいの誘導と区民等が交
流するための交流空間を形成する。 

７．賑わい・交流誘導地区（大規模敷地ゾーン） 

大規模敷地の土地利用転換により、交通広場や商店街等との連続性に配慮した交流スペースを整備するととも
に、低層部には近隣住民の利便に供する商業、業務等の賑わい施設の他、地域との連携や交流のための施設、区
内の産業の活性化等を目指した産学連携のための施設を整備し、区民等との交流の促進を図り、駅前立地にふさ
わしい賑わいを誘導していく。また、地区南側の広場により、賑わい誘導地区３と一体となった土地利用を誘導
し、賑わい道路沿道地区から続く「賑わい軸」を形成する。 

８．賑わい誘導地区３（大規模敷地ゾーン） 

大規模敷地の土地利用転換にあわせて、駅前から続く商店街等の連続性に配慮し、低層部には近隣住民の利便
に供する商業、業務等の賑わい施設を配置しながら、都市型住宅と生活環境施設等が複合した良好な開発整備に
向けて、計画的な土地の有効利用を誘導する。また、地区北側の広場により、賑わい道路沿道地区、賑わい・交
流誘導地区から続く「賑わい軸」を形成する。 

９．文化教育機能整備地区（大規模敷地ゾーン） 

大規模敷地の土地利用転換にあわせて、歩道や通り抜け可能な歩行者のための通路等を整備するとともに、近
接する教育施設に配慮しながら、住環境向上地区と調和のとれた緑豊かな文化教育の拠点を形成する。 

10．住宅地区（大規模敷地ゾーン） 

大規模敷地の土地利用転換による新設道路の整備にあわせて周辺市街地と調和した中低層の住宅市街地を形
成する。 

11．その他の大規模敷地地区 

建替えや土地利用転換にあわせて計画的な土地利用を誘導するとともに、緑化や広場整備を推進し、防災性の
向上を図り、周辺市街地と調和した複合市街地を形成する。 
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地区施設の整備の方針 

地区の防災性の向上と歩行者の安全性、快適性の向上を図るため、以下の方針を定める。 

１．既成市街地ゾーンでは、災害時の安全性と生活利便性の向上を図るため、細街路ネットワークを形成する区画道路

を配置し整備を進める。 

２．大規模敷地ゾーンでは、地区の快適性や潤いづくり、また、生活利便性、防災性の向上を図るため歩道状空地等

の公共空地を整備するとともに、新たに整備する都市計画道路とネットワークされた歩行者専用通路や広場等の

整備を図る。 

建築物等の整備の方針 

１）既成市街地ゾーン 

活気と賑わいのあるまちづくりを推進し、防災性、生活利便性の向上や良好な居住環境の形成を図るため、以下に掲

げる制限等を定めるとともに、道路幅員による建築物の容積率の制限および道路斜線の制限を緩和し、良好な街並みの

誘導と防災性の向上を図るものとする。 

１．建築物等の用途の制限 ６．建築物等の高さの最高限度 

２．建築物の容積率の最高限度 ７．建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

３．建築物の敷地面積の最低限度 ８．垣又はさくの構造の制限 

４．壁面の位置の制限 

５．壁面後退区域における工作物の設置の制限 

２）大規模敷地ゾーン 

駅周辺にふさわしい賑わい施設を誘導するとともに、緑豊かな賑わいのある良好な街並みの形成を図るため、以下に掲げ

る制限等を定める。 

１．建築物等の用途の制限 ６．建築物等の高さの最高限度 

２．建築物の容積率の最高限度 ７．建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

３．建築物の敷地面積の最低限度 ８．垣又はさくの構造の制限 

４．壁面の位置の制限  ９．建築物の緑化率の最低限度

５．壁面後退区域における工作物の設置の制限 
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計 

画 

位 置 足立区千住旭町及び日ノ出町各地内 

面 積 約 17.9 ha 

地
区
施
設
の
配
置
及
び
規
模 

種 類 名 称 幅 員 延 長 備 考 名 称 幅 員 延 長 備 考

道 路 区画道路 1 号 6.0ｍ 約 75ｍ 新 設 区画道路 15 号 4.0ｍ 約 70ｍ 一部拡幅 

区画道路 2 号 4.0ｍ 約 285ｍ 既 設 区画道路 16 号 4.0ｍ 約 60ｍ 〃 

区画道路 3 号 4.0ｍ 約 225ｍ 既 設 区画道路 17 号 4.0ｍ 約 150ｍ 〃 

区画道路 4 号 4.0ｍ 約 45ｍ 一部拡幅 区画道路 18 号 4.0ｍ 約 250ｍ 〃 

区画道路 5 号 4.0ｍ 約 45ｍ 〃 区画道路 19 号 4.0ｍ 約 170ｍ 〃 

区画道路 6 号 4.0ｍ 約 45ｍ 〃 区画道路 20 号 4.0ｍ 約 65ｍ 〃 

区画道路 7 号 4.0ｍ 約 45ｍ 〃 区画道路 21 号 4.0ｍ 約 60ｍ 〃 

区画道路 8 号 4.0ｍ 約 40ｍ 〃 区画道路 22 号 4.0ｍ 約 150ｍ 〃 

区画道路 9 号 4.0ｍ 約 40ｍ 〃 区画道路 23 号 4.0ｍ 約 50ｍ 〃 

区画道路 10 号 4.0ｍ 約 210ｍ 〃 区画道路 24 号 4.0ｍ 約 95ｍ 〃 

区画道路 11 号 4.0ｍ 約 110ｍ 〃 区画道路 25 号 4.0ｍ 約 80ｍ 〃 

区画道路 12 号 4.0ｍ 約 135ｍ 〃 区画道路 26 号 4.0ｍ 約 55ｍ 〃 

区画道路 13 号 4.0ｍ 約 100ｍ 〃 区画道路 27 号 4.0ｍ 約 50ｍ 〃 

区画道路 14 号 4.0ｍ 約 95ｍ 〃 

広  場 名   称 面   積 備 考 

広場 1号 約 1,000 ㎡ 新 設 

その他公共空地 名   称 幅 員 延   長 備 考 

歩道状空地 1号 2.0ｍ 約 195ｍ 新 設 

歩道状空地 2号 2.0ｍ 約 160ｍ 新 設 

名   称 幅  員 延  長 備  考 名   称 幅  員 延  長 備  考 

歩行者専用通路１号 4.0ｍ 約 60ｍ 新 設 歩行者専用通路3号 4.0ｍ 約 90ｍ 新 設 

歩行者専用通路2号 4.0ｍ 約 55ｍ 新 設 歩行者専用通路4号 4.0ｍ 約 70ｍ 新 設 
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地区の

区 分

名 称 賑わい道路沿道地区 賑わい誘導地区１ 賑わい誘導地区２ 幹線道路沿道地区 住環境向上地区 

面 積 約 2.6 ha 約 2.3 ha 約 1.3 ha 約 1.4 ha 約 7.1 ha 

建築物等の用途

の制限※ 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第 2 条第 1 項第 1 号から第 3 号に規定

する風俗営業及び同条第 6項に規定する店舗型性風俗特殊営業を営む建築物 

２ ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスをさせ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む

建築物（前号に該当する営業を営むものを除く。） 

３ ダンスホールその他設備を設けて客にダンスをさせる営業（客にダンスを教授するための

営業のうちダンスを教授する者が客にダンスを教授する場合にのみ客にダンスをさせる営

業を除く。）を営む建築物 

４ 勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類するもの 

― 

建築物の容積率

の最高限度※ 

１ 壁面の位置の制限

①号、②号が定め

られている敷地に

おいては、10 分の

40 とする。 

２ 壁面の位置の制限

③号、④号が定め

られている敷地に

おいては 10 分の

30 とする。 

１ 壁面の位置の制限②号、③号、④号が定められている敷地におい

ては、10 分の 30 とする。 

２ 壁面の位置の制限が定められていない敷地においては、前面道路

(前面道路が二以上ある場合は、その幅員が最大のもの)の幅員の

ｍの数値に 10分の 6を乗じて得た数値と用途地域に関する都市計

画に定められた容積率のいずれか小さい方とする。 

３ 壁面の位置の制限が二以上定められている敷地、あるいは二以上

の道路に接し、一は壁面の位置の制限が定められ、その他が定め

られていない敷地においては、前各号のうち最大となる容積率と

する。 

１ 壁面の位置の制限
②号が定められて
いる敷地において
は、10 分の 30 とす
る。 

２ 壁面の位置の制限
④号が定められて
いる敷地において
は 10 分の 24 とす
る。 

３ 壁面の位置の制限が定められていな

い敷地においては、前面道路(前面道

路が二以上ある場合は、その幅員が

最大のもの)の幅員のｍの数値に 

10分の6を乗じて得た数値と用途地

域に関する都市計画に定められた容

積率のいずれか小さい方とする。 

３ 壁面の位置の制限が定められていない敷地において

は、前面道路(前面道路が二以上ある場合は、その幅員

が最大のもの)の幅員のｍの数値に 10 分の 6 を乗じて

得た数値と用途地域に関する都市計画に定められた容

積率のいずれか小さい方とする。 
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４ 壁面の位置の制限が二以上定められ

ている敷地、あるいは二以上の道路

に接し、一は壁面の位置の制限が定

められ、その他が定められていない

敷地においては、前各号のうち最大

となる容積率とする。 

４ 壁面の位置の制限が二以上定められている敷地、ある

いは二以上の道路に接し、一は壁面の位置の制限が定

められ、その他が定められていない敷地においては、

前各号のうち最大となる容積率とする。 

地
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建築物の敷地 

面積の最低限度 

83 ㎡とする。ただし、次の各号に該当する場合はこの限りではない。 

１ この地区計画の都市計画決定又は変更の告示日において、敷地面積が 83 ㎡未満の場合。 

２ 足立区画街路 12 号線に協力し代替地として譲渡された土地の全部を一の敷地として行う建築行為。 

３ 区長が良好な居住環境を害するおそれがないと認めたもの。又は公益上やむを得ないと認めたもの。 

壁面の位置の 

制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱(ベランダ及びバルコニー等ならびに道路の路面の中心からの高さ 3.5ｍ以下の部

分に設ける軒及び出窓等を含む。以下｢外壁等｣という。)の面からの距離は、以下の定めによらなければならない。 

１ 計画図３に示す壁面の位置の制限①号が定められている部分における建築物の外壁等の面から道路境界線までの距

離は、道路の路面の中心から高さ 3.5ｍ以下の部分は 1.5ｍ以上とし、これを超える部分は 0.5ｍ以上とする。 

２ 計画図３に示す壁面の位置の制限②号が定められている部分における建築物の外壁等の面から道路境界線までの距

離は、0.5ｍ以上とする。 

３ 計画図３に示す壁面の位置の制限③号が定められている部分における建築物の外壁等の面から道路境界線までの距

離は、道路の路面の中心から高さ 14ｍ以下の部分は 0.5ｍ以上とし、これを超える部分は 2.5ｍ以上とする。 

４ 計画図３に示す壁面の位置の制限④号が定められている部分における建築物の外壁等の面から道路中心線までの距

離は、道路の路面の中心から高さ 10.5ｍ以下の部分は 2.5ｍ以上とし、これを超える部分は 4.5ｍ以上とする。 

また、道路状等の見通しの空間として、幅員がそれぞれ 6ｍ未満の道路が交わる角敷地（隅角が 120 度以上の場合を

除く。）は、敷地の隅を頂点とする長さ 2ｍの底辺を有する二等辺三角形の部分を確保し、その部分を超えて建築しては

ならない。ただし、道路状の面からの高さが 4.5ｍを超える部分については、この限りでない。 

壁面後退区域に

おける工作物の

設置の制限 

道路境界から壁面の位置の制限により建築物が後退した区域については、門、へい、垣又はさく等交通の妨げとなる

ような工作物等を設置してはならない。ただし、公益上必要なものはこの限りでない。 
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建築物等の高さ

の最高限度 

建築物の高さは、25.0ｍを超えてはならな

い。ただし、計画図３に示す壁面の位置の制

限が定められている場合には以下に示す数

値とする。 

１ 計画図３に示す壁面の位置の制限①号及

び②号が定められている敷地において

は、25.0ｍとする。 

２ 計画図３に示す壁面の位置の制限③号が

定められている敷地においては、21.0ｍ

とする。 

３ 計画図３に示す壁面の位置の制限④号が

定められている敷地においては、17.5ｍ

とする。 

４ 壁面の位置の制限が二以上定められてい

る敷地における高さの最高限度は、当該各

号のうち最大となる高さとする。 

建築物の高さは、17.5

ｍを超えてはならない。

建築物の高さは、

25.0ｍを超えてはな

らない。 

建築物の高さは、17.5

ｍを超えてはならない。 

ただし、以下に示す場合はその数値とする。 

１ 計画図３に示す壁面の位置の制限③号が定められている敷

地においては、21.0ｍとする。 

２ 計画図３に示す壁面の位置の制限④号が定められている敷

地においては、17.5ｍとする。 

３ 壁面の位置の制限が二以上定められている敷地における高さ

の最高限度は、当該各号のうち最大となる高さとする。 

４ 補助139号線を前面道路とする敷地で、かつ壁面の位置の制

限が定められている敷地においては、前各号の規定を適用し

ないものとする。 

建築物等の形態

又は色彩その他

の意匠の制限 

１ 建築物の形態・意匠・色彩等については、周辺環境や都市景観に配慮するものとする。 

２ 屋外広告塔や広告板、屋上設置物等は、街並みに配慮するものとする。 

３ 建築物の屋根及び外壁の色彩は、刺激的な原色を避け、周辺の環境と調和したものとする。 

垣又はさくの 

構造の制限 

道路及び壁面の位置の制限部分に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣又はフェンスとし、これらの併用は妨げ

ない。ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造及びこれらに類する構造の部分の高さは 0.6

ｍ以下とする。 
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区 分

名 称 賑わい・交流誘導地区 賑わい誘導地区３ 交流機能整備地区 
文化教育機能

整備地区 
住宅地区 

面 積 約 0.9 ha 約 0.9 ha 約 0.5 ha 約 0.8 ha 約 0.1 ha 

建築物等の用途の

制限※ 
― 

１ 次に掲げる建築物は建築してはならない。 
イ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第2条第1項に規

定する風俗営業及び同条第6項に規定する店舗型性風俗特殊営業を営
む建築物 

ロ ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスをさせ、かつ、客に飲食
をさせる営業を営む建築物（前号に該当する営業を営むものを除く。）

ハ ダンスホールその他設備を設けて客にダンスをさせる営業（客にダン
スを教授するための営業のうちダンスを教授する者が客にダンスを
教授する場合にのみ客にダンスをさせる営業を除く。）を営む建築物

ニ 勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類するもの 

２ 地区の賑わいの向上や交流を促進するために、建築物の 1 階部分の主
たる用途は、次に掲げる用途とする。 

イ 店舗、飲食店 
ロ 事務所 
ハ 運動施設その他これらに類するもの 
ニ 診療所、病院 
ホ 児童福祉施設その他これらに類するもの 
ヘ 劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂又は集会場 
ト ホテル、旅館 
チ 博物館、美術館又は図書館 

 次に掲げる建築物は建築しては
ならない。 
１ 風俗営業等の規制及び業務の

適正化等に関する法律第 2 条
第 1 項に規定する風俗営業及
び同条第 6 項に規定する店舗
型性風俗特殊営業を営む建築
物 

２ ナイトクラブその他設備を設
けて客にダンスをさせ、かつ、
客に飲食をさせる営業を営む
建築物（前号に該当する営業を
営むものを除く。） 

３ ダンスホールその他設備を設
けて客にダンスをさせる営業
（客にダンスを教授するため
の営業のうちダンスを教授す
る者が客にダンスを教授する
場合にのみ客にダンスをさせ
る営業を除く。）を営む建築物

４ 勝馬投票券発売所、場外車券売
場その他これらに類するもの 

建
築
物
の
容
積
率
の
最
高
限
度

※ 

当該地区整備

計画の区域の

特性に応じた

容積率の最高

限度 

当該地区計画の内容に適合し、かつ、特定行政庁が、交通上、安全上、

防火上及び衛生上支障がないと認めた場合（建築基準法第 68 条の 4 に基

づく認定）は下記の容積率を適用する。 

ただし、建築基準法第 59 条の 2による建築物はこの限りでない。 

40／10 

― ― 

公共施設の整

備の状況に応

じた容積率の

最高限度 

30／10 ― ― 
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の敷地 

面積の最低限度 6,000 ㎡ 4,000 ㎡ 

83 ㎡とする。ただし、次
の各号に該当する場合はこ
の限りではない。 

１ 足立区画街路 12 号線に

協力し代替地として譲

渡された土地の全部を

一の敷地として行う建

築行為。 

２ 区長が良好な居住環境

を害するおそれがない

と認めたもの。又は公益

上やむを得ないと認め

たもの。 

壁面の位置の 

制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱（ベランダ及びバルコニー等を含む。以下「外壁等」

という。）の面からの距離は、以下の定めによらなければならない。 

１ 計画図３に示す壁面の位置の制限⑤号が定められている部分における建築物の外壁等

の面から道路境界線までの距離は、道路の路面の中心から高さ 10.0ｍ以下の部分は 4.0

ｍ以上とし、これを超える部分は 8.0ｍ以上とする。 

２ 計画図３に示す壁面の位置の制限⑥号が定められている部分における建築物の外壁等

の面から道路境界線までの距離は、道路の路面の中心から高さ 10.0ｍ以下の部分は 2.0

ｍ以上とし、これを超える部分は 6.0ｍ以上とする。ただし、道路又は地区施設の上空

に設ける渡り廊下その他これらに類する建築物の部分についてはこの限りではない。 

３ 計画図３に示す壁面の位置の制限⑦号が定められている部分における建築物の外壁等

の面から道路境界線及び歩行者専用通路境界線までの距離は、2.0ｍ以上とする。ただ

し、道路又は地区施設の上空に設ける渡り廊下その他これらに類する建築物の部分につ

いてはこの限りではない。 

４ 計画図３に示す壁面の位置の制限⑧号が定められている部分における建築物の外壁等

の面から道路境界線までの距離は、道路の路面の中心から高さ 25.0ｍ以下の部分は 3.0

ｍ以上とし、これを超える部分は 20.0ｍ以上とする。 

― 
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

壁面後退区域に

おける工作物の

設置の制限 

道路境界から壁面の位置の制限により建築物が後退した区域については、ゲート、フェ

ンス、さく等の歩行者等の通行の妨げとなるような閉鎖的な工作物等を設置してはならな

い。ただし、地区の回遊性や賑わいを創出するためのベンチや街灯等の公益上必要なもの

はこの限りでない。 

― 

建築物等の高さ

の最高限度 建築物の高さは、100ｍを超えてはならない。
建築物の高さは、45ｍを超えてはなら

ない。 
― 

建築物等の形態

又は色彩その他

の意匠の制限 

１ 建築物の形態・意匠・色彩等については、周辺環境や都市景観に配慮するものとする。

２ 屋外広告塔や広告板、屋上設置物等は、街並みに配慮するものとする。 

３ 建築物の屋根及び外壁の色彩は、刺激的な原色を避け、周辺の環境と調和したものとす

る。 

４ 敷地境界線及び歩行者専用通路、歩道状空地で通行可能な部分に面して開口部を設けた

外壁は、開口部からの落下物による被害を防ぐための措置を講じるものとする。 

１ 建築物の形態・意匠・
色彩等については、周
辺環境や都市景観に配
慮するものとする。 

２ 屋外広告塔や広告板、
屋上設置物等は、街並
みに配慮するものとす
る。 

３ 建築物の屋根及び外壁
の色彩は、刺激的な原
色を避け、周辺の環境
と調和したものとす
る。 

垣又はさくの 

構造の制限 

道路及び壁面の位置の制限部分に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣又はフェンスとし、これらの併用は妨げ

ない。ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造及びこれらに類する構造の部分の高さは 0.6

ｍ以下とする。 

建築物の緑化率

の最低限度 
20／100 10／100 15／100 ― 

※は知事協議事項 

「区域、地区の区分、地区施設の配置及び壁面の位置の制限は、計画図表示のとおり」 

理 由：「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」の改正に伴い表記上の整合を図るため、地区計画を変更する。 
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変 更 概 要（ 部分が変更あるいは追加の部分） 

名 称 千住旭町地区地区計画 

位 置 足立区千住旭町及び日ノ出町各地内 

面 積 約 20.7 ha 

事 項 旧 新 摘 要 

地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区 分

名 称 
賑わい道路
沿道地区

賑わい誘導
地区１ 

賑わい誘導
地区２ 

幹線道路
沿道地区

（略）
賑わい道路
沿道地区

賑わい誘導
地区１ 

賑わい誘導
地区２ 

幹線道路
沿道地区

（略）

面 積 
約 2.6

ha 
約 2.3

ha 
約 1.3

ha 
約 1.4

ha 
（略）

約 2.6
ha 

約 2.3
ha 

約 1.3
ha 

約 1.4
ha 

（略）

建築物等の用途

の制限 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関

する法律第 2 条第 1 項第 1 号から第 6 号に

規定する風俗営業及び同条第 6 項に規定す

る店舗型性風俗特殊営業を営む建築物 

２ 勝馬投票券発売所、場外車券売場その他こ

れらに類するもの 

（略）

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関

する法律第 2 条第 1 項第 1 号から第 3 号に

規定する風俗営業及び同条第 6 項に規定す

る店舗型性風俗特殊営業を営む建築物 

２ ナイトクラブその他設備を設けて客にダン

スをさせ、かつ、客に飲食をさせる営業を

営む建築物（前号に該当する営業を営むも

のを除く。）

３ ダンスホールその他設備を設けて客にダン

スをさせる営業（客にダンスを教授するた

めの営業のうちダンスを教授する者が客に

ダンスを教授する場合にのみ客にダンスを

させる営業を除く。）を営む建築物 

４ 勝馬投票券発売所、場外車券売場その他こ

れらに類するもの 

（略）

風俗営業等

の規制及び

業務の適正

化等に関す

る法律の改

正に伴う変

更 
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の 

区 分 

名 称 
賑わい・交流 

誘導地区 

賑わい誘導 

地区３ 

交流機能整備 

地区 

賑わい・交流 

誘導地区 

賑わい誘導 

地区３ 

交流機能整備 

地区 

面 積 約 0.9 ha 約 0.9 ha 約 0.5 ha 約 0.9 ha 約 0.9 ha 約 0.5 ha 

建築物等の用途

の制限 

１ 次に掲げる建築物は建築してはならない。 

イ （略） 

ロ 勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これら

に類するもの 

２ 地区の賑わいの向上や交流を促進するために、建

築物の 1階部分の主たる用途は、次に掲げる用途

とする。 

イ～チ （略） 

１ 次に掲げる建築物は建築してはならない。 
イ （略） 
ロ ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスを

させ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建築
物（前号に該当する営業を営むものを除く。）

ハ ダンスホールその他設備を設けて客にダンスを
させる営業（客にダンスを教授するための営業
のうちダンスを教授する者が客にダンスを教授
する場合にのみ客にダンスをさせる営業を除
く。）を営む建築物

ニ 勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これら
に類するもの 

２ 地区の賑わいの向上や交流を促進するために、建
築物の 1階部分の主たる用途は、次に掲げる用途
とする。 
イ～チ （略） 

風俗営業等

の規制及び

業務の適正

化等に関す

る法律の改

正に伴う変

更 

地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区 分

名 称 文化教育機能整備地区 （略） 文化教育機能整備地区 （略）

面 積 約 0.8 ha （略） 約 0.8 ha （略）

建築物等の用途

の制限 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 
１（略） 
２ 勝馬投票券発売所、場外車券売場その他こ

れらに類するもの 

（略）

次に掲げる建築物は建築してはならない。 
１（略） 
２ ナイトクラブその他設備を設けて客にダン

スをさせ、かつ、客に飲食をさせる営業を
営む建築物（前号に該当する営業を営むも
のを除く。）

３ ダンスホールその他設備を設けて客にダン
スをさせる営業（客にダンスを教授するた
めの営業のうちダンスを教授する者が客に
ダンスを教授する場合にのみ客にダンスを
させる営業を除く。）を営む建築物 

４ 勝馬投票券発売所、場外車券売場その他こ
れらに類するもの 

（略）

風俗営業等

の規制及び

業務の適正

化等に関す

る法律の改

正に伴う変

更 
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第１号議案 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の改正に伴う地区計画変更 

１－17 東京都市計画地区計画千住大橋駅周辺地区地区計画の変更（足立区決定）について 

上記の議案を提出する。 

平成２８年６月２９日 

提 出 者  足 立 区 長  近 藤  弥 生 

本地区計画の内容を、別添計画図書のとおり変更する。 

（提案理由） 

 東京都市計画地区計画千住大橋駅周辺地区地区計画を変更するにあたり、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項に

おいて準用する同法第１９条第１項の規定に基づき、足立区都市計画審議会の議を経る必要があるため、提案する。 
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都市計画の案の理由書 

１．種類・名称 

東京都市計画地区計画  

千住大橋駅周辺地区地区計画 

２．理 由 

 千住大橋駅周辺地区は、東京都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針において、センター・コア再生ゾーンに位置付けら

れている。また足立区都市計画マスタープランにおいて、千住大橋駅の駅前整備や、隅田川沿いの大規模工場等の土地利用転換にあわ

せて都市型住宅や商業・業務施設等を含めた中高層住宅の建設などにより、人口の回復と住環境の整備を進めていくこととされている。 

本地区は、道路・公園等の都市基盤整備を行い、良好な住環境と景観の形成が図られた、住商工が調和した複合市街地の形成を目指

し、平成 19 年に地区計画が策定された。 

本地区計画では、地区整備計画に定める建築物等の用途の制限において、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

23 年法律第 122 号。以下「風営法」という。）第２条第１項に基づく風俗営業を規制している。 

平成 27 年６月 24 日に風営法の一部が改正され、客にダンスをさせる営業の一部が風俗営業から除外される等の変更がされたが、引

き続き地区整備計画に定める用途の制限を行う必要があるため、地区計画の変更を行うものである。 
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東京都市計画地区計画の変更（足立区決定）

都市計画千住大橋駅周辺地区地区計画を次のように変更する。 

名 称 千住大橋駅周辺地区地区計画 

  位 置 ※ 足立区千住河原町、千住桜木一丁目、千住関屋町、千住橋戸町、千住緑町一丁目、千住緑町二丁目及び千住緑町三丁目各地内 

  面 積 ※ 約６９．３ｈａ 

地区計画の目標 

本地区は、都心方面からの玄関口となる足立区の最南部、千住地区の一画にあり、北は墨堤通り、東はＪＲ常磐線に接し、
西から南にかけては、大きく蛇行する隅田川に囲まれた、住商工の混在する市街地である。地区中央を東西に京成本線が横断
し、国道４号線との交差部には千住大橋駅が位置している。 
地区内には、大規模工場、駅前広場や都市計画道路が新たに整備される住商工が混在する既成市街地、東京都中央卸売市場

足立市場、木造住宅等が密集する既成市街地、一定の基盤施設が整備されている商工が混在する住宅を中心とした既成市街
地、緑工会工業団地等がある。このうち大規模工場は、工場機能を集約し、良質な住宅を誘導するとともに、多様な利便施設
をあわせもつ複合市街地への土地利用転換を図る。 
本地区では、「千住大橋駅周辺地区まちづくり計画」に示されたまちづくりの目標である「うるおい・活気・安全なまち」の

実現に向け、隅田川スーパー堤防の整備をはじめ、道路・公園等の都市基盤整備を行ったうえで、駅前へ商業機能を誘導しつ
つ、防災性の向上、良好な住環境と景観の形成が図られた、住商工が調和した複合市街地の形成を目指す。 
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土地利用の方針 

千住大橋駅を中心に都市基盤整備を進め、定住性や生活利便性の向上、地域産業の活性化など、各々の地区に適した土地利
用を誘導する。また、潤いとゆとりある良好な市街地環境の形成に向けた誘導とその保全を図る。 
足立市場周辺では、将来の開発動向にあわせ賑わいの拠点づくりを目指す。 
地区北東部の既成市街地では、木造住宅の老朽化・密集化が進行し、狭隘な道路が多く見られることから、防火性の高い建

築物への建て替え、一定以上の道路幅員の確保等を進め、防災性の向上を図る。 
地区北西部の既成市街地では、現在の充実した都市基盤施設に支えられた良好な市街地環境の保全とさらなる向上を目指し

て、敷地内緑化の推進や敷地の細分化の防止等を図る。 
地区西部の緑工会工業団地では、地域産業の振興・育成や居住環境との調和を図るため、工場敷地の緑化等を図る。 
土地利用転換を図る大規模工場跡地と、大規模工場跡地と国道４号線に挟まれた地区は、先行的、一体的な整備・開発を行

うことから、地区毎に方針を定め計画的な土地利用を誘導する。 
１．土地利用転換を図る大規模工場跡地では、以下に掲げる３つの景観軸を形成し、市街地の魅力を高めるとともに、既成市

街地との調和に配慮した秩序ある土地利用形成を行う。 
①大規模工場跡地内を東西に横断する足立区画街路第１１号線及び主要区画道路１号とそれらの沿道を「賑わい景観
軸」と位置づけ、商業・業務施設等が面する多様な賑わい空間を創出する。

②大規模工場跡地内を南北に縦断する区画道路２号及び歩行者専用道路１・２号とそれらの沿道を「緑の景観軸」と位
置づけ、公園、壁面後退部の敷地内緑化による緑空間、広場、隅田川スーパー堤防を結ぶ緑豊かな空間を創出すると
ともに、沿道建物低層部には楽しさや賑わいを演出する商業施設等を誘導する。

③隅田川スーパー堤防を「水辺の景観軸」と位置づけ、共同住宅のオープンスペースと一体となった開放的な空間を形
成する。
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土地利用の方針 

以上の景観軸の考え方を踏まえ、計画的な土地利用の誘導を行うため、大規模工場跡地内を次の８地区に区分する。 
１）商業複合地区Ａ 

千住大橋駅前広場に面する地区にふさわしい生活利便施設の集積を図り、北側既成市街地との調和に配慮した、駅

前の顔となる市街地を形成する。 

２）商業複合地区Ｂ 

千住大橋駅前から連続する賑わい空間として低層部へ小規模な商業施設等を誘導し、商業複合地区Ａと一体となっ

た街並みと賑わいある市街地を形成するとともに、都市計画道路整備に伴う移転への対応を図る。 

３）業務複合地区 

大規模な施設も視野に入れ、工場と関連した業務・研究施設や在宅等を含めた医療・福祉施設等を誘導し、北側既

成市街地との調和に配慮した市街地を形成する。 

４）住宅地区Ａ 

区の南の玄関口を演出するようランドマークとなる２つの塔状の高層共同住宅を誘導すると共に、隅田川スーパー

堤防に面した立地を活かして、既成市街地の防災性向上に寄与する避難・防災活動の拠点となるオープンスペースや

緑豊かな空間を確保し、安全で良好な住宅市街地を形成する。 

５）住宅地区Ｂ 

良質な共同住宅や生活利便施設を誘導し、隅田川景観や隣接する既成市街地との調和に配慮した住宅市街地を形成

する。 

６）住宅地区Ｃ 

良質な共同住宅を誘導し、大規模工場跡地全体の景観に配慮した住宅市街地を形成する。 

７）住宅地区Ｄ 

隣接する住宅市街地、既成市街地との調和に配慮した住宅市街地を形成するとともに、商業複合地区Ｂと同一の街

区では都市計画道路整備に伴う移転への対応を図る。 

８）工場業務地区 

既存工場及び業務機能の集約や都市型産業への転換を図るとともに、隣接する既成市街地や住宅市街地の環境に配

慮した工場業務市街地を形成する。 

２．大規模工場跡地と国道４号線に挟まれた地区では、新たに交通広場と都市計画道路が整備される。これらの公共施設整備

を契機として、賑わいの景観軸の一翼を担う駅前では商業・業務施設等を誘導するとともに、既成市街地では地区内の歴

史・文化資源を活かしながら、段階的に防災性の向上と良好な市街地環境の形成を図るため、次の６地区に区分する。 

１）駅前地区Ａ 

都市機能・防災機能を高めつつ、千住大橋地区の顔となる駅前にふさわしい街並みとするため、土地の高度利用や

敷地の共同化を図り、建物低層部へ賑わいを創出する生活利便施設、中高層部へ都心居住を促進する住宅施設を誘導

し、駅前にふさわしい市街地を形成する。 
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土地利用の方針 

２）駅前地区Ｂ 

既存の施設立地を活かしつつ、駅前地区Ａと一体となった良好な街並みと賑わい空間を創出するとともに、土地の

高度利用と建築物の不燃化を促進する。 

３）幹線道路沿道地区Ａ、幹線道路沿道地区Ｂ 

地区の延焼遮断性を確保しつつ沿道の開発を適正に誘導し、広域幹線道路の沿道にふさわしい土地の高度利用と建

築物の不燃化を促進する。 

４）住工共存地区Ａ 

地区施設の整備を進め、安全で快適な住工が共存する市街地を形成する。 

５）住工共存地区Ｂ 

文化歴史ゾーンとして歴史的資源を保全しながら、地区施設の整備を進め、安全で快適な住工が共存する市街地を

形成する。 

地区施設の整備の方針 

１．広域ネットワークを補完する主要区画道路を整備する。 

２．生活道路ネットワークの形成や防災性の向上を図る区画道路、自転車歩行者専用道路、歩行者専用道路等を整備する。 

３．歩行者ネットワークを補完する通路や、ゆとりある歩行者空間を形成するための歩道状空地を整備する。 

４．地域住民の交流と憩いの空間として、また災害時の一時避難場所やオープンスペースとして利用可能な公園、広場を整

備・保全する。 

建築物等の整備の方針 

１．土地利用転換を図る大規模工場跡地では、地区住民の参加により区が作成した「千住大橋駅周辺地区まちづくり計画」を

踏まえた開発誘導を図る。本地区の整備方針として「防災性の向上」、「市街地環境への配慮」、「景観の向上」を３つの柱

とし、これらの方針を展開していくため、以下の建築物等の誘導・整備を行う。 

①災害時の避難場所の確保や建物の防災性能の強化等により防災性の向上を図るため、緑の景観軸と水辺の景観軸との
交差部に塔状の高層建築物を配置し、隅田川スーパー堤防と一体となったオープンスペースを生み出す。

②大規模工場跡地周辺の既成市街地との環境に配慮するため、既成市街地近傍では建築物の高さの抑制、敷地内緑化の
推進、隣棟間隔を確保することにより、圧迫感や日影の軽減等を図る。

③地区外から見た市街地全体としての景観の向上を図るため、①、②での建物配置の考え方を踏まえ、本区の南の玄関
口としてランドマークとなる隅田川沿いの２つの塔状の高層建築物の誘導と、既成市街地に向かい低くなるスカイラ
インを形成し、まとまりのある特徴的な隅田川景観、市街地景観を創出する。
また、地区内から見た景観の向上を図るため、地区内の緑化の推進や川への眺望の確保、統一的な建築物のデザイ
ン・形態・色彩等に配慮する。

以上を踏まえ、建築物等の誘導・整備を行うため、工場業務地区及び公園部分を除いた業務複合地区の容積を住宅地区

Ａに適正に配分する。 
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建築物等の整備の方針 

さらに、誘導容積制度を活用することで、適正な配置、規模の公共施設整備及び合理的な土地利用を誘導する。 

加えて地区の特性に応じて、建築物等の用途の制限、建築物の容積率の最高限度及び最低限度、建築物の建ぺい率の最

高限度、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの最高限度、壁面後退区域における工作物の

設置の制限、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限、垣又はさくの構造の制限、建築物の緑化率の最低限度を定め

る。 

２．大規模工場跡地と国道４号線に挟まれた地区では、地区の特性に応じた建築物を誘導し、駅前としての賑わい・活力の創

出による賑わいの軸の形成と、既成市街地の防災性の向上、良好な市街地環境の形成を図るため、建築物等の用途の制

限、建築物の容積率の最高限度、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの最高限度、建築物

等の形態又は色彩その他の意匠の制限、垣又はさくの構造の制限を定める。 

このうち駅前地区Ａ、駅前地区Ｂ、幹線道路沿道地区Ｂでは、誘導容積制度を活用することで、適正な配置、規模の公

共施設整備及び合理的な土地利用を誘導する。 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

位 置 足立区千住河原町、千住橋戸町及び千住緑町一丁目各地内 

面 積 約１８．０ｈａ 

地
区
施
設
の
配
置
及
び
規
模 

種 類 名 称 幅 員 延 長 備 考 

道 路 

主要区画道路１号 ※ １６～１８ｍ 約３９０ｍ 新設 

区画道路１号 ※ １２ｍ 約４５０ｍ 新設、拡幅 

区画道路２号 ※ １２ｍ 約 ８０ｍ 新設 

区画道路３号 ※ １０ｍ 約１６０ｍ 新設 

区画道路４号 ※ １０ｍ 約１５０ｍ 新設 

区画道路５号  ※ ４～８．６ｍ 約 ３０ｍ 既設 

区画道路６号 ※ ８ｍ 約２７０ｍ 拡幅 

区画道路７号 ７．２ｍ 約３４０ｍ 既設 

区画道路８号 ７．２ｍ 約 ６０ｍ 既設 

区画道路９号 ５．８～７．２ｍ 約 ６０ｍ 既設 

区画道路10号 ５．４～７．２ｍ 約 ７０ｍ 既設 
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区画道路11号 ５ｍ 約１３０ｍ 新設、拡幅 

道 路 区画道路12号  ４ｍ 約１２０ｍ 拡幅 

区画道路13号  ４ｍ 約 ７０ｍ 拡幅 

区画道路14号  ４ｍ 約 ６０ｍ 拡幅 

区画道路15号  ４ｍ 約 ６０ｍ 拡幅 

区画道路16号  ４ｍ 約 ６０ｍ 拡幅 

区画道路17号  ４ｍ 約 ５０ｍ 拡幅 

区画道路18号  ４ｍ 約 ３０ｍ 拡幅 

自転車歩行者専用道路１号 ６ｍ 約２１０ｍ 新設 

歩行者専用道路１号 ６ｍ 約 ９０ｍ 新設 

歩行者専用道路２号 ６ｍ 約 ８０ｍ 新設 

公 園 名 称 面 積 備 考 

公園 約５，０００㎡ 新設 

その他の公共空地 

名 称 幅 員 延 長 備 考 

通路１号 ４ｍ 約 ９０ｍ 新設 

通路２号 ４ｍ 約 ８０ｍ 新設 

通路３号 ４ｍ 約 ７０ｍ 新設 

通路４号 ４ｍ 約 ３０ｍ 新設 

歩道状空地１号 ２ｍ 約３７０ｍ 新設 

歩道状空地２号 ２ｍ 約２７０ｍ 新設 

歩道状空地３号 １～２ｍ 約５１０ｍ 新設 

歩道状空地４号 １～２ｍ 約４４０ｍ 新設 

歩道状空地５号 １～２ｍ 約３５０ｍ 新設 
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その他の公共空地 
歩道状空地６号 １～２ｍ 約３２０ｍ 新設 

歩道状空地７号 １～２ｍ 約３００ｍ 新設 

歩道状空地８号 １～２ｍ 約２２０ｍ 新設 

広場１号 面積 約７００㎡ 新設 

広場２号 面積 約３００㎡ 新設 

広場３号 面積 約２００㎡ 既設 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
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地区の区分 名称 商業複合地区Ａ 商業複合地区Ｂ 業務複合地区 住宅地区Ａ 

面積 約１．７ｈａ 約０．２ｈａ 約２．１ｈａ 約２．０ｈａ 

建築物等の用途の制

限 ※ 

 次に掲げる用途の建築物は建

築してはならない。 

１．戸建住宅、長屋 

２．共同住宅、寄宿舎又は下宿

３．住宅で事務所、店舗その他

これらに類する用途を兼ねる

もの 

４．マージャン屋、ぱちんこ

屋、射的場、勝馬投票券発売

所、場外車券売場その他これ

らに類するもの 

５．老人ホーム、身体障害者福

祉ホームその他これらに類す

るもの 

６．工場（自家販売のための食

品製造業（食品加工業を含

む。）を営むパン屋、菓子屋

その他これらに類するもの

で、作業場に供する部分の床

面積の合計が５０㎡以内のも

のを除く。） 

１．次に掲げる用途の建築物は

建築してはならない。 

（１）マージャン屋、ぱちんこ

屋、射的場、勝馬投票券発売

所、場外車券売場その他これ

らに類するもの 

（２）老人ホーム、身体障害者

福祉ホームその他これらに類

するもの 

（３）工場（自家販売のための

食品製造業（食品加工業を含

む。）を営むパン屋、菓子屋

その他これらに類するもの

で、作業場に供する部分の床

面積の合計が５０㎡以内のも

のを除く。） 

（４）倉庫業を営む倉庫 

（５）自動車教習所 

（６）風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律第

２条第１項の規定する風俗営 

 次に掲げる用途の建築物は

建築してはならない。 

１．カラオケボックスその他

これに類するもの 

２．マージャン屋、ぱちんこ

屋、射的場、勝馬投票券発

売所、場外車券売場その他

これらに類するもの 

３．自動車教習所 

４．風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律

第２条第１項の規定する風

俗営業を営む建築物及び第

６項の規定する店舗型性風

俗特殊営業を営む建築物 

５．ナイトクラブその他設備

を設けて客にダンスをさ

せ、かつ、客に飲食をさせ

る営業を営む建築物（前号

に該当する営業を営むもの

を除く。） 

 次に掲げる用途の建築物は

建築してはならない。 

１．戸建住宅、長屋 

２．ホテル又は旅館 

３．工場（自家販売のための

食品製造業（食品加工業を

含む。）を営むパン屋、菓子

屋その他これらに類するも

ので、作業場に供する部分

の床面積の合計が５０㎡以

内のものを除く。） 

４．危険物の貯蔵又は処理に

供するもの 

５．自動車教習所 

６．畜舎 

７．自動車車庫（建築物に付

属するものを除く） 

２３５



地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物等の用途の制

限 ※ 

７．倉庫業を営む倉庫 

８．自動車教習所 

９．風俗営業等の規制及び業務

の適正化等に関する法律第２

条第１項の規定する風俗営業

を営む建築物及び第６項の規

定する店舗型性風俗特殊営業

を営む建築物 

１０．ナイトクラブその他設備

を設けて客にダンスをさせ、

かつ、客に飲食をさせる営業

を営む建築物（前号に該当す

る営業を営むものを除く。） 

１１．ダンスホールその他設備

を設けて客にダンスをさせる

営業（客にダンスを教授する

ための営業のうちダンスを教

授する者が客にダンスを教授

する場合にのみ客にダンスを

させる営業を除く。）を営む

建築物 

業を営む建築物及び第６項の

規定する店舗型性風俗特殊営

業を営む建築物 

（７）ナイトクラブその他設備

を設けて客にダンスをさせ、

かつ、客に飲食をさせる営業

を営む建築物（前号に該当す

る営業を営むものを除く。） 

（８）ダンスホールその他設備

を設けて客にダンスをさせる

営業（客にダンスを教授する

ための営業のうちダンスを教

授する者が客にダンスを教授

する場合にのみ客にダンスを

させる営業を除く。）を営む

建築物 

２．主要区画道路１号に面する

１階部分の主たる用途が次に

掲げる用途以外の建築物は建

築してはならない。 

（１）建築基準法施行令第百三
十条の五の三に掲げるもの 

（２）事務所 

（３）診療所、病院 

（４）保育所、児童厚生施設 

（５）劇場、映画館、演芸場ま

たは観覧場 

（６）巡査派出所、公衆電話所

その他これらに類する公益上

必要な建築物 

（７）ホテル又は旅館 

２３６
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計 
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建

築

物

等

に

関

す

る
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建築物

の容積

率の最

高限度

※ 

当該地区整

備計画の区

域の特性に

応じた容積

率の最高限

度 

 当該地区計画の内容に適合

し、かつ特定行政庁が交通上、

安全上、防火上及び衛生上支障

がないと認めた場合（建築基準

法第６８条の４第１項に基づく

認定）は、下記の容積率を適用

する。 

３０／１０ 

 当該地区計画の内容に適合

し、かつ特定行政庁が交通上、

安全上、防火上及び衛生上支障

がないと認めた場合（建築基準

法第６８条の４第１項に基づく

認定）は、下記の容積率を適用

する。 

３０／１０ 

 当該地区計画の内容に適合

し、かつ特定行政庁が交通

上、安全上、防火上及び衛生

上支障がないと認めた場合

（建築基準法第６８条の４第

１項に基づく認定）は、下記

の容積率を適用する。 

２２／１０ 

 当該地区計画の内容に適合

し、かつ特定行政庁が交通

上、安全上、防火上及び衛生

上支障がないと認めた場合

（建築基準法第６８条の４第

１項に基づく認定）は、下記

の容積率を適用する。 

３８／１０ 

公共施設の

整備の状況

に応じた容

積率の最高

限度 

２０／１０ 

― 

道路法第１８条第２項の規定

に基づく、主要区画道路１号及

び区画道路１号の道路供用開始

告示後は、容積率の最高限度を

適用しない。 

― 

建築物の容積率の

最低限度 
― ２５／１０ 

建築物の建ぺい率

の最高限度 
― 

５／１０ 

 ただし、建築基準法第５３

条第３項は適用しないものと

する。 

建築物の敷地面積の

最低限度 

６，０００㎡ ５００㎡ 

 ただし、足立区画街路第１１

号線に協力し代替地として譲渡

された土地の全部を一の敷地と

して行う建築行為についてはこ

の限りでない。  

２，０００㎡ ６，０００㎡ 

２３７
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壁面の位置の制限 建築物の外壁又はこれに代わ

る柱の面から道路境界線までの

距離の最低限度は、計画図に掲

げる数値とする。 

 ただし、公共用歩廊、公衆電

話、歩行者の安全上設置する庇

等公益上必要なもので区長がや

むを得ないと認めるものはこの

限りでない。 

建築物の外壁又はこれに代わ

る柱の面から道路境界線あるい

は歩道状空地境界線までの距離

の最低限度は、計画図に掲げる

数値とする。 

 ただし、次に掲げるものにつ

いてはこの限りでない。 

１．公共用歩廊、公衆電話、歩

行者の安全上設置する庇等

公益上必要なもので区長が

やむを得ないと認めるもの 

２．床面積に算入されない出窓

の部分 

３．物置その他これらに類する

用途（自動車車庫を除く。）

に供し、軒の高さが２．３

ｍ以下でかつ、壁面の後退

距離に満たない部分にある

床面積の合計が５㎡以下で

あるもの 

４．自動車車庫で軒の高さが

２．３ｍ以下であるもの 

５．道路の隅切りの部分に面す

る建築物の部分 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線、隣地

境界線あるいは新河川区域境界線までの距離の最低限度は、計

画図に掲げる数値とする。 

 ただし、公共用歩廊、公衆電話、歩行者の安全上設置する庇

等公益上必要なもので区長がやむを得ないと認めるものはこの

限りでない。 

建築物等の高さの最

高限度 

 建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合

計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、１２ｍまでは

当該建築物の高さに算入しない。）は、３０ｍを超えてはならない。 

 建築物の高さ（階段室、昇降

機塔その他これらに類する建築

物の屋上部分の水平投影面積の

合計が当該建築物の建築面積の

８分の１以内の場合において

は、その部分の高さは、１２ｍ

までは当該建築物の高さに算入

しない。）は、１５０ｍを超えて

はならない。 

２３８



壁面後退区域におけ

る工作物の設置の制

限 

 壁面の位置の制限として定められた限度の線と敷地境界線との間の土地の区域のうち歩道状空地に該当する部分には、看板、広告

物その他歩行者の通行の支障となる工作物を設置してはならない。 
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建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物等の形態又は

色彩その他の意匠の

制限 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱、屋根などの形態・色彩・その他の意匠は、良好な市街地景

観の形成に配慮したものとする。 

また、屋外広告物は、地区の良好な景観・風致を損なう恐れのないものとする。 

 それぞれの建築物が高層のツ

インタワーとなるような建物形

状、高さ等に配慮するととも

に、建築物の外壁又はこれに代

わる柱、屋根などの形態・色

彩・その他の意匠は、良好な市

街地景観の形成に配慮したもの

とする。 

 また、屋外広告物は、地区の

良好な景観・風致を損なう恐れ

のないものとする。 

垣又はさくの構造の

制限 

 道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣又は透視可能なフェンスとし、併用を妨げな

い。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造及びその他これらに類する

構造の部分の高さが０．６ｍ以下のもの、法令等の制限上やむを得ないものについてはこの限り

でない。 

 道路に面して設ける垣又はさ

くの構造は、生け垣又は透視可

能なフェンスとし、併用を妨げ

ない。 

 ただし、コンクリートブロッ

ク造、レンガ造、鉄筋コンクリ

ート造及びその他これらに類す

る構造の部分の高さが０．６ｍ

以下のもの、スーパー堤防によ

る擁壁、法令等の制限上やむを

得ないものについてはこの限り

でない。 

建築物の緑化率の最

低限度 ５／１００ － ２０／１００ ２５／１００ 

２３９
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地区の区分 名称 住宅地区Ｂ 住宅地区Ｃ 住宅地区Ｄ 工場業務地区

面積 約２．１ｈａ 約１．９ｈａ 約０．６ｈａ 約２．０ｈａ 

建築物等の用途の制

限 ※ 

 次に掲げる用途の建築物は建築してはならない。 

１．戸建住宅、長屋 

２．ホテル又は旅館 

３．工場（自家販売のための食品製造業(食品加工業を含む。）

を営むパン屋、菓子屋その他これらに類するもので、作業場

に供する部分の床面積の合計が５０㎡以内のものを除く。） 

４．危険物の貯蔵又は処理に供するもの 

５．自動車教習所 

６．畜舎 

７．自動車車庫（建築物に付属するものを除く） 

 次に掲げる用途の建築物は

建築してはならない。 

１．ホテル又は旅館 

２．危険物の貯蔵又は処理に

供するもの 

３．自動車教習所 

４．畜舎 

 次に掲げる用途の建築物は建

築してはならない。 

１．物販店、飲食店その他これ

らに類する用途のもので、そ

の用途に供する部分の延べ面

積の合計が３，０００㎡を超

えるもの 

２．カラオケボックスその他こ

れに類するもの 

３．マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝

馬投票券発売所、場外車券売場その他これ

らに類するもの 

４．建築基準法別表第二（ぬ）項第一号

（１）から(３１)（(１９)は除く）に掲げ

る工場 

５．建築基準法別表第二（ぬ）項第一号（１

９）に掲げる工場であって、当該部分の床

面積の合計が１２，５００㎡を超えるもの 

６．建築基準法別表第二（ぬ）項第二号に掲

げる危険物の貯蔵又は処理に供するもの 

７．倉庫業を営む倉庫 

８．自動車教習所 

９．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律第２条第１項の規定する風俗営

業を営む建築物及び第６項の規定する店舗

型性風俗特殊営業を営む建築物 

１０．ナイトクラブその他設備を設けて客に

ダンスをさせ、かつ、客に飲食をさせる営

業を営む建築物（前号に該当する営業を営

むものを除く。） 

２４０
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建築物

の容積

率の最

高限度

※ 

当該地区整

備計画の区

域の特性に

応じた容積

率の最高限

度 

 当該地区計画の内容に適合し、かつ特定行政庁が交通上、安

全上、防火上及び衛生上支障がないと認めた場合（建築基準法

第６８条の４第１項に基づく認定）は、下記の容積率を適用す

る。 

３０／１０ 

 当該地区計画の内容に適合

し、かつ特定行政庁が交通

上、安全上、防火上及び衛生

上支障がないと認めた場合

（建築基準法第６８条の４第

１項に基づく認定）は、下記

の容積率を適用する。 

３０／１０ 

 当該地区計画の内容に適合

し、かつ特定行政庁が交通上、

安全上、防火上及び衛生上支障

がないと認めた場合（建築基準

法第６８条の４第１項に基づく

認定）は、下記の容積率を適用

する。 

２４／１０ 

公共施設の

整備の状況

に応じた容

積率の最高

限度 

２０／１０ 

― 

道路法第１８条第２項の規

定に基づく、区画道路１号の

道路供用開始告示後は、容積

率の最高限度を適用しない 

― 

建築物の建ぺい率

の最高限度 

６／１０ 

ただし、建築基準法第５３条第３項は適用しないものとする。 ― 

建築物の敷地面積

の最低限度 

２，０００㎡ ６，０００㎡ ８３㎡ 

 ただし、足立区画街路第１

１号線に協力し代替地として

譲渡された土地の全部を一の

敷地として行う建築行為につ

いてはこの限りでない。 

２，０００㎡ 

壁面の位置の制限  建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線、隣地境界線あるいは新河川区域境界線までの距離の最低限度は、計画図に

掲げる数値とする。 

 ただし、公共用歩廊、公衆電話、歩行者の安全上設置する庇等公益上必要なもので区長がやむを得ないと認めるものはこの限りで

ない。 

２４１
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建築物等の高さの

最高限度 

 建築物の高さ（階段室、昇降

機塔その他これらに類する建築

物の屋上部分の水平投影面積の

合計が当該建築物の建築面積の

８分の１以内の場合において

は、その部分の高さは、１２ｍ

までは当該建築物の高さに算入

しない。）は、９０ｍを超えて

はならない。 

 建築物の高さ（階段室、昇

降機塔その他これらに類する

建築物の屋上部分の水平投影

面積の合計が当該建築物の建

築面積の８分の１以内の場合

においては、その部分の高さ

は、１２ｍまでは当該建築物

の高さに算入しない。）は、

６０ｍを超えてはならない。

 建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他これらに類する建築物

の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分

の１以内の場合においては、その部分の高さは、１２ｍまでは当

該建築物の高さに算入しない。）は、３０ｍを超えてはならない。 

壁面後退区域におけ

る工作物の設置の制

限 

 壁面の位置の制限として定められた限度の線と敷地境界線との間の土地の区域のうち歩道状空地に該当する部分には、看板、広告

物その他歩行者の通行の支障となる工作物を設置してはならない。 

建築物等の形態又は

色彩その他の意匠の

制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱、屋根などの形態・色彩・その他の意匠は、良好な市街地景観の形成に配慮したものとする。 

また、屋外広告物は、地区の良好な景観・風致を損なう恐れのないものとする。 

垣又はさくの構造の

制限 

 道路に面して設ける垣又はさ

くの構造は、生け垣又は透視可

能なフェンスとし、併用を妨げ

ない。 

 ただし、コンクリートブロッ

ク造、レンガ造、鉄筋コンクリ

ート造及びその他これらに類す

る構造の部分の高さが０．６ｍ

以下のもの、スーパー堤防によ

る擁壁、法令等の制限上やむを

得ないものについてはこの限り

でない。 

 道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣又は透視可能なフェンスとし、併用を妨げな

い。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造及びその他これらに類する構

造の部分の高さが０．６ｍ以下のもの、法令等の制限上やむを得ないものについてはこの限りでな

い。 

建築物の緑化率の最

低限度 ２０／１００ － ２０／１００ 

２４２
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地区の区分 名称 駅前地区Ａ 駅前地区Ｂ 幹線道路沿道 

地区Ａ 

幹線道路沿道 

地区Ｂ 

住工共存 

地区Ａ 

住工共存 

地区Ｂ 

面積 約０．８ｈａ 約０．６ｈａ 約１．５ｈａ 約０．１ｈａ 約１．１ｈａ 約１．３ｈａ 

建築物等の用途の制

限 ※ 

１．次に掲げる用途の建築

物は建築してはならな

い。 

（１）風俗営業等の規制及

び業務の適正化等に関す

る法律第２条第１項の規

定する風俗営業を営む建

築物及び第６項の規定す

る店舗型性風俗特殊営業

を営む建築物 

（２）ナイトクラブその他

設備を設けて客にダンス

をさせ、かつ、客に飲食

をさせる営業を営む建築

物（前号に該当する営業

を営むものを除く。） 

（３）ダンスホールその他

設備を設けて客にダンス

をさせる営業（客にダン

スを教授するための営業

のうちダンスを教授する

者が客にダンスを教授す

る場合にのみ客にダンス

をさせる営業を除く。）

を営む建築物 

２．足立区画街路第１１号

線に面する１階部分の主

たる用途が次に掲げる用

途以外の建築物は建築し

てはならない。 

１．次に掲げる用途の建築物

は建築してはならない。 

（１）風俗営業等の規制及び

業務の適正化等に関する法

律第２条第１項の規定する

風俗営業を営む建築物及び

第６項の規定する店舗型性

風俗特殊営業を営む建築物 

（２）ナイトクラブその他設

備を設けて客にダンスをさ

せ、かつ、客に飲食をさせ

る営業を営む建築物（前号

に該当する営業を営むもの

を除く。） 

（３）ダンスホールその他設

備を設けて客にダンスをさ

せる営業（客にダンスを教

授するための営業のうちダ

ンスを教授する者が客にダ

ンスを教授する場合にのみ

客にダンスをさせる営業を

除く。）を営む建築物 

２．足立区画街路第１１号線

に面する１階部分の主たる

用途が次に掲げる用途以外

の建築物は建築してはなら

ない。 

イ 建築基準法施行令第

百三十条の五の三に掲

げるもの 

次に掲げる用途の建築物は建築してはならない。 

１．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項

の規定する風俗営業を営む建築物及び第６項の規定する店舗型性風

俗特殊営業を営む建築物 

２．ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスをさせ、かつ、客に

飲食をさせる営業を営む建築物（前号に該当する営業を営むものを

除く。） 

３．ダンスホールその他設備を設けて客にダンスをさせる営業（客に

ダンスを教授するための営業のうちダンスを教授する者が客にダン

スを教授する場合にのみ客にダンスをさせる営業を除く。）を営む建

築物 

２４３
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画 

建
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建築物等の用途の制

限 ※ 

（１）建築基準法施行令

第百三十条の五の三に

掲げるもの 

（２）事務所 

（３）診療所、病院 

（４）保育所、児童厚生

施設 

（５）劇場、映画館、演

芸場または観覧場 

（６）巡査派出所、公衆

電話所その他これらに

類する公益上必要な建

築物 

（７）ホテル又は旅館 

（８）駐輪場 

（９）駅舎 

ロ 事務所 

ハ 診療所、病院 

ニ 保育所、児童厚生施設 

ホ 劇場、映画館、演芸場

または観覧場 

ヘ 巡査派出所、公衆電話

所その他これらに類する

公益上必要な建築物 

ト ホテル又は旅館 

チ 駐輪場 

ただし、次の各号に該当す

る場合は、この限りでない。 

(１)戸建住宅、長屋 

(２)敷地の形態上及び建築物

の安全上やむを得ない場合

と区長が認めたもの 

建築物

の容積

率の最

高限度

※ 

当該地区整

備計画の区

域の特性に

応じた容積

率の最高限

度 

 当該地区計画の内容に適合し、かつ特定行政庁が交通

上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めた場合

（建築基準法第６８条の４第１項に基づく認定）は、下記

の容積率を適用する。 

４０／１０ 

－ 

 当該地区計画の

内容に適合し、か

つ特定行政庁が交

通上、安全上、防

火上及び衛生上支

障がないと認めた

場合（建築基準法

第６８条の４第１

項に基づく認定）

は、下記の容積率

を適用する。 

６０／１０ 

－ 

公共施設の

整備の状況

に応じた容

積率の最高

限度 

３０／１０ － ３０／１０ － 

２４４
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 道路法第１８条第２項の規定に基づく、足立区画街路第

１１号線の道路供用開始告示後は、容積率の最高限度を適

用しない。 － 

 道路法第１８条

第２項の規定に基

づく、足立区画街

路第１１号線の道

路供用開始告示後

は、容積率の最高

限度を適用しな

い。 

－ 

建築物の敷地面積の

最低限度 

８３㎡ 

 ただし、次の各号のいずれかに該当する場合はこの限りでない。 

１．当該地区計画の都市計画決定の告示日において、敷地面積が８３

㎡未満の土地で、現に建築物の敷地として使用されている土地、又

は現に存ずる所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地とし、か

つ、その全部を一の敷地として使用する場合においては、当該敷地

面積を敷地面積の最低限度とする 

２．良好な居住環境を害するおそれがないとして区長が認めたもの 

５００㎡ 

 ただし、次の各号のいずれかに該当する場合はこの限り

でない。 

１．足立区画街路第１１号線に協力し代替地として譲渡さ

れた土地の全部を一の敷地として行う建築行為 

２．当該地区計画の都市計画決定の告示日において、敷地

面積が５００㎡未満の土地で、現に建築物の敷地とし

て使用されている土地、又は現に存ずる所有権その他

の権利に基づいて建築物の敷地とし、かつ、その全部

を一の敷地として使用する場合においては、当該敷地

面積を敷地面積の最低限度とする 

３．良好な環境を害するおそれがないとして区長が認めた

もの 

壁面の位置の制限  建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から道路

境界線までの距離の最低

限度は、計画図に掲げる

数値とする。 

 ただし、公共用歩廊、

公衆電話、歩行者の安全

上設置する庇等公益上必

要なもので区長がやむを

得ないと認めるものはこ

の限りでない。 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距
離の最低限度は、計画図に掲げる数値とする。 
ただし、次に掲げるものについてはこの限りでない。 

１．床面積に算入されない出窓の部分 

２．物置その他これらに類する用途（自動車車庫を除く。）に供し、

軒の高さが２．３ｍ以下でかつ、壁面の後退距離に満たない部

分にある床面積の合計が５㎡以下であるもの 

３．自動車車庫で軒の高さが２．３ｍ以下であるもの 

４．道路の隅切りの部分に面する建築物の部分 

－ 

２４５
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建築物等の高さの最

高限度 

 建築物の高さ（階段

室、昇降機塔その他これ

らに類する建築物の屋上

部分の水平投影面積の合

計が当該建築物の建築面

積の８分の１以内の場合

においては、その部分の

高さは、１２ｍまでは当

該建築物の高さに算入し

ない。）は、６０ｍを超え

てはならない。 

－ 

建築物等の形態又

は色彩その他の意

匠の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱、屋根などの形態・色彩・その他の意匠は、良好な市街地景観の形成に配慮したものとする。 

また、屋外広告物は、地区の良好な景観・風致を損なう恐れのないものとする。 

垣又はさくの構造

の制限 

道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣又は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の部分の高さが０．６ｍ以下の

もの、法令等の制限上やむを得ないものについてはこの限りでない。 

※は知事協議事項 

「区域、地区の区分、地区施設の配置、壁面の位置の制限、容積適正配分対象街区は、計画図表示のとおり」 

理 由：「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」の改正に伴い表記上の整合を図るため、地区計画を変更する。 

２４６



変 更 概 要（ 部分が変更あるいは追加の部分） 

名 称 千住大橋駅周辺地区地区計画 

位 置 足立区千住河原町、千住桜木一丁目、千住関屋町、千住橋戸町、千住緑町一丁目、千住緑町二丁目及び千住緑町三丁目各
地内 

面 積 約６９．３ｈａ 

事 項 旧 新 摘 要 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

建築物等の整備の方針 １．（略） 

加えて地区の特性に応じて、建築物等の用途

の制限、建築物の容積率の最高限度及び最低限

度、建築物の建ぺい率の最高限度、建築物の敷

地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物

の高さの最高限度、壁面後退区域における工作

物の設置の制限、建築物等の形態又は色彩その

他の意匠の制限、垣又はさくの構造の制限、建

築物の緑化率の最低限度を定める。 

２．大規模工場跡地と国道４号線に挟まれた地区で

は、地区の特性に応じた建築物を誘導し、駅前

としての賑わい・活力の創出による賑わいの軸

の形成と、既成市街地の防災性の向上、良好な

市街地環境の形成を図るため、建築物等の用途

の制限、建築物の容積率の最高限度、建築物の

敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築

物の高さの最高限度、建築物等の形態又は色彩

その他の意匠の制限、垣又はさくの構造の制限

を定める。 

（略） 

１．（略） 

加えて地区の特性に応じて、建築物等の用途

の制限、建築物の容積率の最高限度及び最低限

度、建築物の建ぺい率の最高限度、建築物の敷

地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物

等の高さの最高限度、壁面後退区域における工

作物の設置の制限、建築物等の形態又は色彩そ

の他の意匠の制限、垣又はさくの構造の制限、

建築物の緑化率の最低限度を定める。 

２．大規模工場跡地と国道４号線に挟まれた地区で

は、地区の特性に応じた建築物を誘導し、駅前

としての賑わい・活力の創出による賑わいの軸

の形成と、既成市街地の防災性の向上、良好な

市街地環境の形成を図るため、建築物等の用途

の制限、建築物の容積率の最高限度、建築物の

敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築

物等の高さの最高限度、建築物等の形態又は色

彩その他の意匠の制限、垣又はさくの構造の制

限を定める。 

（略） 

文言の精査 

２４７
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地区の区分 名称 商業複合地区Ａ 商業複合地区Ａ

面積 約１．７ｈａ 約１．７ｈａ

建築物等の用途の制

限  

 次に掲げる用途の建築物は建築してはならない。
１．～９．（略） 

 次に掲げる用途の建築物は建築してはならない。
１．～９．（略） 
１０．ナイトクラブその他設備を設けて客にダンス
をさせ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建築
物（前号に該当する営業を営むものを除く。） 

１１．ダンスホールその他設備を設けて客にダンス
をさせる営業（客にダンスを教授するための営業
のうちダンスを教授する者が客にダンスを教授す
る場合にのみ客にダンスをさせる営業を除く。）
を営む建築物 

風俗営業等の

規制及び業務

の適正化等に

関する法律の

改正に伴う変

更 

建築物等の高さの最

高限度 

 建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他これらに類
する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建
築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、そ
の部分の高さは、１２ｍまでは当該建築物の高さに算
入しない。）は、３０ｍを超えてはならない。 

 建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他これらに類
する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建
築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、そ
の部分の高さは、１２ｍまでは当該建築物の高さに算
入しない。）は、３０ｍを超えてはならない。 

文言の精査 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
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に
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地区の区分 名称 商業複合地区Ｂ 商業複合地区Ｂ

面積 約０．２ｈａ 約０．２ｈａ

建築物等の用途の制

限  

次に掲げる用途の建築物は建築してはならない。
１．マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票
券発売所、場外車券売場その他これらに類するも
の 

２．老人ホーム、身体障害者福祉ホームその他これ
らに類するもの 

３．工場（自家販売のための食品製造業（食品加工
業を含む。）を営むパン屋、菓子屋その他これら
に類するもので、作業場に供する部分の床面積の
合計が５０㎡以内のものを除く。） 

４．倉庫業を営む倉庫 
５．自動車教習所 
６．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する
法律第２条第１項の規定する風俗営業を営む建築
物及び第６項の規定する店舗型性風俗特殊営業を
営む建築物 
また、主要区画道路１号に面する１階部分の主た

る用途が次に掲げる用途以外の建築物は建築しては
ならない。 

１．次に掲げる用途の建築物は建築してはならない。
（１）マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投

票券発売所、場外車券売場その他これらに類す
るもの 

（２）老人ホーム、身体障害者福祉ホームその他こ
れらに類するもの 

（３）工場（自家販売のための食品製造業（食品加
工業を含む。）を営むパン屋、菓子屋その他こ
れらに類するもので、作業場に供する部分の床
面積の合計が５０㎡以内のものを除く。） 

（４）倉庫業を営む倉庫 
（５）自動車教習所 
（６）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

る法律第２条第１項の規定する風俗営業を営む
建築物及び第６項の規定する店舗型性風俗特殊
営業を営む建築物 

（７）ナイトクラブその他設備を設けて客にダンス
をさせ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建
築物（前号に該当する営業を営むものを除く。）

風俗営業等の
規制及び業務
の適正化等に
関する法律の
改正に伴う変
更 

２４８
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整 
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建
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建築物等の用途の制

限  

イ 建築基準法施行令第百三十条の五の三に掲げる
もの 

ロ 事務所 
ハ 診療所、病院 
ニ 保育所、児童厚生施設 
ホ 劇場、映画館、演芸場または観覧場 
ヘ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する
公益上必要な建築物 

ト ホテル又は旅館 

（８）ダンスホールその他設備を設けて客にダンス
をさせる営業（客にダンスを教授するための営業
のうちダンスを教授する者が客にダンスを教授す
る場合にのみ客にダンスをさせる営業を除く。）
を営む建築物 

２．主要区画道路１号に面する１階部分の主たる用
途が次に掲げる用途以外の建築物は建築してはな
らない。 

（１）建築基準法施行令第百三十条の五の三に掲げ
るもの 

（２）事務所 
（３）診療所、病院 
（４）保育所、児童厚生施設 
（５）劇場、映画館、演芸場または観覧場 
（６）巡査派出所、公衆電話所その他これらに類す

る公益上必要な建築物 
（７）ホテル又は旅館 

建築物等の高さの最

高限度 

 建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他これらに類
する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建
築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、そ
の部分の高さは、１２ｍまでは当該建築物の高さに算
入しない。）は、３０ｍを超えてはならない。 

 建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他これらに類
する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建
築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、そ
の部分の高さは、１２ｍまでは当該建築物の高さに算
入しない。）は、３０ｍを超えてはならない。 

文言の精査 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分 名称 業務複合地区 （略） 業務複合地区 （略）

面積 約２．１ｈａ （略） 約２．１ｈａ （略）

建築物等の用途の制

限  

次に掲げる用途の建築物は建築してはなら

ない。 

１．～４．（略） 
（略）

次に掲げる用途の建築物は建築してはなら
ない。 
１．～４．（略） 
５．ナイトクラブその他設備を設けて客にダ
ンスをさせ、かつ、客に飲食をさせる営業
を営む建築物（前号に該当する営業を営む
ものを除く。） 

（略）

風俗営業等の

規制及び業務

の適正化等に

関する法律の

改正に伴う変

更 

建築物等の高さの最

高限度 

 建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他こ
れらに類する建築物の屋上部分の水平投影面
積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１
以内の場合においては、その部分の高さは、
１２ｍまでは当該建築物の高さに算入しな
い。）は、３０ｍを超えてはならない。 

（略）

 建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他こ
れらに類する建築物の屋上部分の水平投影面
積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１
以内の場合においては、その部分の高さは、
１２ｍまでは当該建築物の高さに算入しな
い。）は、３０ｍを超えてはならない。 

（略）

文言の精査 

２４９



地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分 名称 工場業務地区 工場業務地区

面積 約２．０ｈａ 約２．０ｈａ

建築物等の用途の制

限  

次に掲げる用途の建築物は建築してはならない。 
１．～９．（略） 

 次に掲げる用途の建築物は建築してはならない。
１．～９．（略） 
１０．ナイトクラブその他設備を設けて客にダンス
をさせ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建築
物（前号に該当する営業を営むものを除く。） 

風俗営業等の

規制及び業務

の適正化等に

関する法律の

改正に伴う変

更 

建築物等の高さの最

高限度 

 建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他これらに類
する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建
築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、そ
の部分の高さは、１２ｍまでは当該建築物の高さに算
入しない。）は、３０ｍを超えてはならない。 

 建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他これらに類
する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建
築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、そ
の部分の高さは、１２ｍまでは当該建築物の高さに算
入しない。）は、３０ｍを超えてはならない。 

文言の精査 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分 名称 駅前地区Ａ 駅前地区Ａ 

面積 約０．８ｈａ 約０．８ｈａ 

建築物等の用途の制

限  

 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法
律第２条第１項の規定する風俗営業を営む建築物及
び第６項の規定する店舗型性風俗特殊営業を営む建
築物は建築してはならない。 
 また、足立区画街路第１１号線に面する１階部分
の主たる用途が次に掲げる用途以外の建築物は建築
してはならない。 
イ 建築基準法施行令第百三十条の五の三に掲げる
もの 

ロ 事務所 
ハ 診療所、病院 
ニ 保育所、児童厚生施設 
ホ 劇場、映画館、演芸場または観覧場 
ヘ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する
公益上必要な建築物 

ト ホテル又は旅館 

チ 駐輪場 
リ 駅舎 

１．次に掲げる用途の建築物は建築してはならない。
（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

る法律第２条第１項の規定する風俗営業を営む
建築物及び第６項の規定する店舗型性風俗特殊
営業を営む建築物 

（２）ナイトクラブその他設備を設けて客にダンス
をさせ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建
築物（前号に該当する営業を営むものを除く。）

（３）ダンスホールその他設備を設けて客にダンス
をさせる営業（客にダンスを教授するための営
業のうちダンスを教授する者が客にダンスを教
授する場合にのみ客にダンスをさせる営業を除
く。）を営む建築物 

２．足立区画街路第１１号線に面する１階部分の主
たる用途が次に掲げる用途以外の建築物は建築し
てはならない。 

（１）建築基準法施行令第百三十条の五の三に掲げ

るもの 

（２）事務所 

（３）診療所、病院 

風俗営業等の

規制及び業務

の適正化等に

関する法律の

改正に伴う変

更 

２５０



地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物等の用途の制

限  

（４）保育所、児童厚生施設 

（５）劇場、映画館、演芸場または観覧場 

（６）巡査派出所、公衆電話所その他これらに類す

る公益上必要な建築物 

（７）ホテル又は旅館 

（８）駐輪場 

（９）駅舎 

建築物等の高さの最

高限度 

 建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他これらに類
する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建
築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、そ
の部分の高さは、１２ｍまでは当該建築物の高さに算
入しない。）は、６０ｍを超えてはならない。 

 建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他これらに類
する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建
築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、そ
の部分の高さは、１２ｍまでは当該建築物の高さに算
入しない。）は、６０ｍを超えてはならない。 

文言の精査 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分 名称 駅前地区Ｂ 駅前地区Ｂ 

面積 約０．６ｈａ 約０．６ｈａ 

建築物等の用途の制

限  

 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法
律第２条第１項の規定する風俗営業を営む建築物及
び第６項の規定する店舗型性風俗特殊営業を営む建
築物は建築してはならない。 
 また、足立区画街路第１１号線に面する１階部分
の主たる用途が次に掲げる用途以外の建築物は建築
してはならない。 
イ～チ （略） 
ただし、次の各号に該当する場合は、この限りで

ない。 
(１)、(２) （略） 

１．次に掲げる用途の建築物は建築してはならな
い。 

（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す
る法律第２条第１項の規定する風俗営業を営む
建築物及び第６項の規定する店舗型性風俗特殊
営業を営む建築物 

（２）ナイトクラブその他設備を設けて客にダンス
をさせ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建
築物（前号に該当する営業を営むものを除く。）

（３）ダンスホールその他設備を設けて客にダンス
をさせる営業（客にダンスを教授するための営
業のうちダンスを教授する者が客にダンスを教
授する場合にのみ客にダンスをさせる営業を除
く。）を営む建築物 

２．足立区画街路第１１号線に面する１階部分の主
たる用途が次に掲げる用途以外の建築物は建築し
てはならない。 
イ～チ （略） 

ただし、次の各号に該当する場合は、この限りで
ない。 
(１)、(２) （略） 

風俗営業等の

規制及び業務

の適正化等に

関する法律の

改正に伴う変

更 

２５１



地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分 名称 
幹線道路 
沿道地区Ａ

幹線道路 
沿道地区Ｂ

住工共存 
地区Ａ 

住工共存 
地区Ｂ 

幹線道路 
沿道地区Ａ

幹線道路 
沿道地区Ｂ

住工共存 
地区Ａ 

住工共存 
地区Ｂ 

面積 
約１．５ 
ｈａ 

約０．１ 
ｈａ 

約１．１ 
ｈａ 

約１．３ 
ｈａ 

約１．５ 
ｈａ 

約０．１ 
ｈａ 

約１．１ 
ｈａ 

約１．３ 
ｈａ 

建築物等の用途の制

限  

 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法
律第２条第１項の規定する風俗営業を営む建築物及
び第６項の規定する店舗型性風俗特殊営業を営む建
築物は建築してはならない。 

次に掲げる用途の建築物は建築してはならない。
１．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する
法律第２条第１項の規定する風俗営業を営む建築
物及び第６項の規定する店舗型性風俗特殊営業を
営む建築物 

２．ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスを
させ、かつ、客に飲食をさせる営業を営む建築物
（前号に該当する営業を営むものを除く。） 

３．ダンスホールその他設備を設けて客にダンスを
させる営業（客にダンスを教授するための営業の
うちダンスを教授する者が客にダンスを教授する
場合にのみ客にダンスをさせる営業を除く。）を
営む建築物 

風俗営業等の

規制及び業務

の適正化等に

関する法律の

改正に伴う変

更 
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